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1.業務の目的 

国土強靭化基本計画（平成 26 年６月３日、閣議決定）においては、自治体による災害廃棄

物処理計画の策定を推進することが政府目標として定められており、災害廃棄物処理計画の

策定を加速する取り組みが求められている。環境省では災害廃棄物対策を更に推進するため、

平成 27 年９月関東・東北豪雨災害や平成 28 年熊本地震等の災害経験を踏まえ、平成 30 年

３月に災害廃棄物対策指針の改定版を公表したところである。 

本モデル事業は、関東地域ブロックにおける災害時の廃棄物処理課題に着目した実効性の

高い処理計画の策定・見直し手法の明確化を図り、そのノウハウを関東ブロック協議会の構

成員間で共有することにより、関東地域ブロック内の処理計画の策定率の向上及び発災時の

対応力の向上を図ることを目的に実施するものであり、平成 27 年度から実施してきた。 

今年度は前年度に引き続き、都県や市区町村、一部事務組合をモデル自治体の対象とし、

処理計画の策定からそれぞれの課題（広域連携や初動対応のルール、災害支援協定の活用、

災害廃棄物処理に係る事業継続計画（BCP）の検討、災害廃棄物処理に係る図上訓練の実施等）

に応じた災害廃棄物対策の検討等、幅広く対象とした。本事業によって得られた情報等を活

用することにより、モデル自治体が独自に効率的に処理計画の策定や改定・見直しが可能と

なる情報の整理を目指して実施した。 
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2.業務の内容 

本業務は、モデル自治体として選定した群馬県前橋市、新潟県２市（柏崎市、新発田市）、

千葉県船橋市、静岡県富士市、静岡県の５地域について、各自治体で想定される災害が発生

した場合、災害廃棄物処理に当たってどのような困難な事態が想定されるのか、特に発災後

に課題となる具体の事態を整理し、重点的に検討する課題に特化して検討や調査を行った。

その検討・調査結果に基づき、平成 30 年度以降に当該自治体にて策定や改定・見直しが行わ

れる処理計画に反映させるものである。特に重点的に検討する自治体毎の課題は以下のとお

りである。 

 

2.1 群馬県前橋市 

モデル自治体の概要と課題 

同市は人口約 34 万人、面積約 312km２の群馬県の県庁所在地であり、群馬県における政治・

経済の中心となっている。市内には利根川やその支流である広瀬川、桃ノ木川が流れている。

冬季は降水量が少なく、降雪も多くないが、夏季は猛暑となって大気の状態が不安定となる

ことが多いため、雷の発生日数は多く、短時間強雨が発生しやすくなっている。そのため、

雷雨による集中豪雨を起因とする河川の氾濫や浸水被害等が懸念されており、平成 30 年４

月に改定された防災ハザードマップによると同市内が広範囲にわたって浸水する被害が想定

されている。しかし、同市では過去に大量の災害廃棄物が発生する災害を経験したことがな

いため、災害廃棄物対策の検討が課題となっている。 

 

課題を踏まえた検討内容 

上記を踏まえ、本業務では同市における災害廃棄物対策として、収集運搬・処理方法、仮

置場（選定、設置、管理・運営方法等）に関する検討を行うとともに、市民やボランティア、

庁内関係部局、県をはじめとする関係行政機関や民間事業者団体と連携した災害廃棄物の処

理体制、連携のあり方（役割分担等）について検討するとともに、地域的にも発災の可能性

の高い水害についても検討し、今後の継続的な検討に向けた調整事項を抽出・整理した。 

 

2.2 新潟県２市（柏崎市、新発田市） 

モデル自治体の概要と課題 

柏崎市 

同市は人口約８万５千人、面積約 442km２であり、新潟県のほぼ中央に位置し、柏崎刈羽圏

域の中心都市となっている。同市は、平成 19 年７月の新潟県中越沖地震で被災した経験があ

り、焼却施設の煙突が折れる被害により施設の稼動が停止しながらも、県内・県外自治体、

民間事業者による支援を受けて災害廃棄物を処理した経験を有する。しかし、震災から 10 年

が経過し、土地利用の変化や処理体制の変更に伴い、仮置場候補地の選定や災害廃棄物処理

体制について、あらためて検討することが必要となっている。 

 

新発田市 

同市は人口約９万８千人、面積約 533km２であり、越後平野（新潟平野）の北部に位置する
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新潟県北部の中心都市である。面積の 60％以上を森林が占めており、東部には大日岳や北股

岳などの飯豊連峰の山地が広がっている。同市は、胎内市及び聖籠町と「新発田地域広域事

務組合」を設置して廃棄物処理を行っており、災害廃棄物の処理に関しても協力体制の構築

が必要不可欠となっており、災害廃棄物対策の推進が課題となっている。 

 

課題を踏まえた検討内容 

上記を踏まえ、本業務では２市における災害廃棄物対策の検討を行うため、災害廃棄物処

理計画の骨子案を作成した上で、２市の職員が自ら検討を行うことができるよう、対象とす

る災害、災害廃棄物の発生量・処理可能量、仮置場の必要面積、仮置場の候補地、災害支援

協定の締結状況、平時の廃棄物処理体制、処理スケジュール、処理フロー、処理方法を検討

する際に参考となる検討資料（テキスト）を作成した。 

 

2.3 千葉県船橋市 

モデル自治体の概要と課題 

同市は人口約 63 万人、面積約 86km２であり、東京と千葉市のほぼ中間に位置し、東は習

志野市、八千代市、西は市川市、北は鎌ヶ谷市、白井市に隣接している。土地利用は、湾岸

部から北に向かって工業地、商業地、住宅地、農地が広がっているが、市域の半分近くを宅

地が占めており、東京のベッドタウンと呼べる特徴を有している。同市の道路は、東西方向

に東関東自動車道や京葉道路等、南北方向に国道 296 号、県道船橋・我孫子線等が走ってい

るが、交通容量の不足とともにネットワークに欠けており、災害時において液状化等による

影響で道路が被災した場合には、廃棄物の収集運搬効率が低下する等、さまざまな課題が発

生することが懸念される。また同市の可燃ごみの収集運搬体制は、現状、直営・委託収集が

ほぼ半々であるが、今後はその比率の見直しを予定していることから、災害時においては委

託・許可事業者等と連携した収集運搬体制を構築することが必要となっている。 

 

課題を踏まえた検討内容 

上記を踏まえ、本業務では、災害時における廃棄物の収集運搬体制について検討するため、

基礎情報として災害廃棄物の発生量や処理可能量、仮置場の必要面積、災害支援協定の締結

状況等について整理するとともに、災害時に生じうる課題とその対応策について検討した。 

また庁内関係部局、近隣市、県、民間事業者団体等と連携した処理体制や連携のあり方（役

割分担等）について検討し、今後の継続的な検討に向けた調整事項を抽出・整理した。 

 

2.4 静岡県富士市 

モデル自治体の概要と課題 

同市は人口約 26 万人、面積約 245km２であり、東は沼津市に、西は静岡市に隣接している。

同市においては、東海地震、東海・南海地震、東海・東南海地震、東海・東南海・南海地震、

南海トラフ巨大地震等の大規模災害に伴う大量の災害廃棄物の発生が懸念されていることか

ら、「富士市災害廃棄物処理計画」（平成 29 年３月）を策定しており、今後はその処理計画の

深度化を行っていく段階にある。また同市では「富士市業務継続計画」（平成 29 年４月）を
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策定しており、発災後３時間以内に対応する非常時優先業務として、仮設トイレやし尿の収

集運搬、処理施設への情報伝達に関することが挙げられている。災害時に利用するトイレに

は、携帯トイレ、簡易トイレ、マンホールトイレ、仮設トイレ等さまざまな種類が挙げられ

るが、トイレの種類によっては収集運搬方法や処理方法が異なることから、検討を行うには

仮設トイレ等を備蓄・所管する庁内関係部局との密な連携が必要となる。 

 

課題を踏まえた検討内容 

上記を踏まえ、本業務では、まずは基礎情報として同市におけるし尿収集必要量、仮設ト

イレ等の備蓄状況を整理するとともに、既存施設における処理の可能性について検討した。

また発災時の初動体制を想定した行動について庁内関係部局と協議し、優先的に利用するト

イレの種類等の利用方針の確認や必要な対応について検討した。さらに庁内関係部局や県、

民間事業者団体等と連携した処理体制や連携のあり方（役割分担等）について検討し、今後

の継続的な検討に向けた調整事項を抽出・整理した。 

 

2.5 静岡県 

モデル自治体の概要と課題 

同県では、「静岡県災害廃棄物処理計画」（平成 27 年３月策定、平成 29 年４月改定）と整

合を図る形で県内市町村の災害廃棄物処理計画の策定が進められ、その策定率は 90％以上に

達しており、今後はその処理計画の実行性の検証や、実行性を高めるための取組を推進して

いく段階にある。静岡県では、東海地震、東海・南海地震、東海・東南海地震、東海・東南

海・南海地震、南海トラフ巨大地震等の大規模災害に伴う大量の災害廃棄物の発生が懸念さ

れており、その処理には複数の関係者の協力・連携が重要となる。 

 

課題を踏まえた検討内容 

上記を踏まえ、災害時において県や市町村、民間事業者団体、社会福祉協議会等の協力・

連携が円滑・迅速に行えるよう、図上演習（または机上演習）を実施し、県が今後、災害廃

棄物処理計画を適切に改定・見直しできるよう、課題の抽出を行う他、他県においても実施

可能な資料作りを行った。 

図上演習に参加する市町村等の職員の中には、災害廃棄物処理に馴染みのない職員が含ま

れる可能性があることから、図上演習が有効なものとなるよう、災害廃棄物処理の基礎知識

のインプットや図上演習の流れを理解する場として、勉強会や模擬演習を実施した。勉強会

や模擬演習、図上演習では、災害廃棄物対策に精通する有識者へ出席や講演を依頼した。 

 

2.6 意見交換会の開催、打合せ 

前橋市、柏崎市、新発田市、船橋市、富士市の災害廃棄物担当部局、庁内関係部局（建設

部局・防災部局等）、近隣自治体、一部事務組合、民間事業者団体、有識者との意見交換会を

開催した。 

  



6 

 

2.7 モデル事業情報交換会の開催 

経験共有のための情報交換会 

前橋市、柏崎市、新発田市、船橋市、富士市に対し、過年度（平成 27～29 年度）にモデル

事業を経験した自治体から経験談を共有するための情報交換会を開催した。情報交換会は意

見交換会と同日に開催した。経験共有のための情報交換会には、災害廃棄物対策に精通する

有識者等にも参画いただき助言を得た。 

 

課題共有のための情報交換会 

今年度のモデル自治体を参集し、それぞれの検討の進捗状況や課題・疑問・悩みを共有し、

今後の更なる検討の加速を目的とした情報交換会を開催した。 

 

2.8 関東ブロック協議会及び災害廃棄物対策セミナーでの発表 

本事業の検討内容及び検討結果を、平成 30 年度大規模災害時廃棄物対策関東ブロック協

議会及び第災害廃棄物対策セミナーにおいて発表した。 
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3.群馬県前橋市 

3.1 自治体の概要 

面積、人口、世帯数、行政職員数等 

前橋市の概要を以下に示す。職員数は 1,991 名（平成 30 年４月１日時点）であり、人口

100 人当たりの職員数は約 0.6 人（≒1,991 / 337,046×100）である。 

 

表 3-1 群馬県前橋市の概要 

 数値 出典 

面積 311.59km2 前橋市ホームぺージ 

人口 337,046 人 （平成 31 年２月 28 日時点） 前橋市ホームぺージ 

世帯数 148,619 世帯（平成 31 年２月 28 日時点） 前橋市ホームぺージ 

行政 

職員数 

1,991 人（平成 30 年４月１日時点） 前橋市ホームぺージ 

廃棄物担当：87 人（平成 30 年４月１日時点） 前橋市清掃事業概要 

 

地域特性 

本市は群馬県の中央部よりやや南に位置し、東京から北西約 100 キロメートルの地点にあ

る。市内は 24 地区に分かれ、市域の北部は上毛三山の雄、赤城山に至り、北から南に向かっ

て緩やかな傾斜となっている。最も高いところは赤城山（黒檜山南面）の海抜 1,823 メート

ル、最も低いところは下阿内町（しもあうちまち）の 64 メートルである。市の中央部から南

部にかけては、海抜 100 メートル前後の関東平野の平坦地が広がり、本市を両分する形で南

流する利根川の両岸に市街地が開けている。市内には利根川・広瀬川などの一級河川が流れ

ており、自然豊かなまちである。 

赤城山南麓に位置する前橋市地域は東西を結ぶ国道 353 号、主要地方道、一般県道等によ

る幹線は整備されているが、それらの路線を南北に貫く幹線は少ない。 

本市の気候は、北・西部を赤城山や榛名山、さらに上信越の県境の山々に囲まれ、年間降

水量は比較的少なく内陸性の気候を帯びている。 

廃棄物処理については焼却施設に関しては現在、六供清掃工場、亀泉清掃工場、大胡クリ

ーンセンターの３つで稼働しており、災害廃棄物に関しては平成 25 年１月～８月の期間、六

供清掃工場で岩手県宮古地区の災害廃棄物を受け入れた実績がある。粗大ごみ、資源ごみは

主に荻窪清掃工場と富士見クリーンステーションの２施設で処理を行っている。可燃ごみ、

不燃ごみの収集は委託による収集の割合が高い。また、自らごみを排出することが困難な世

帯に対しては、「前橋市こんにちは収集事業」として家庭ごみの個別収集を行っている。 
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平時における廃棄物排出量 

本市では、人口の減少と共にごみ排出量は減少傾向にあり、平成 28 年度のごみ総排出量は

約 11 万７千トンである。 

 

 

出典：「一般廃棄物処理実態調査（平成 24～28 年度調査結果）」（環境省） 

図 3-1 前橋市の廃棄物排出量 
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3.2 想定される災害 

「群馬県地震被害想定調査報告書」（平成 24 年６月、前橋市）（以下、「県被害想定報告書」

という。）では、被害想定を実施する３つの断層（関東平野北西縁断層帯主部、太田断層、片

品川左岸断層）について、一度発生すればその被害により群馬県に大きな影響を与える可能

性がある、と述べられている。このことから、群馬県災害廃棄物処理計画（以下、「県処理計

画」という。）では、上記３つの断層による地震を想定し、各地震について発生量の推計を行

っている。想定される地震の概要を表 3-2 に示す。 

「前橋市地域防災計画」（平成 30 年６月、前橋市防災会議）では、３つの想定地震（関東

平野北西縁断層帯主部、太田断層、片品川左岸断層）のうち、関東平野北西縁断層帯主部が

前橋市に最も大きな被害をもたらすと示されている。 

上記のことから、本検討では、災害廃棄物の発生量の推計対象とする災害を「関東平野北

西縁断層帯主部」とした。 

 

表 3-2 想定される地震（概要） 

想定地震名 
規 模

（M） 
想定断層の概要 

走向

（度） 

傾斜 

（度） 

長さ 

（km） 

幅 

（km） 

上 端

深 さ

（km） 

関東平野北

西縁断層帯

主部による

地震 

8.1 県南西部から埼玉県

東部にかけて分布す

る断層 

121° 60° 

南西傾斜 

82 20 5 

太田断層に

よる地震 

7.1 県南東部の太田市周

辺に分布する断層 

154.8° 45° 

南西傾斜 

24 18 2 

片品川左岸

断層による

地震 

7.0 県北部の沼田市周辺

に分布する断層 

16.8° 45° 

東傾斜 

20 18 2 

出典：「群馬県地域防災計画（震災対策編）」（平成 28 年３月、群馬県防災会議） 

 

関東平野北西縁断層帯主部地震の震度分布図を図 3-2 に示す。 

市域の大部分で震度６弱の揺れが想定され、震源に近い市域南部で震度６強の揺れが想定さ

れる。震源に近い南部ほど建物被害率が高く、一部地区で全壊率が 10％を超えると想定されて

いる。 
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図 3-2 関東平野北西縁断層帯主部地震を想定した震度分布図 
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3.3 対象自治体で災害時に想定される廃棄物処理の課題 

前橋市において災害時に想定される廃棄物処理の課題を以下の項目の通り整理した。 

なお、★印は、次項の「本業務で注力する課題」に該当する課題を意味している。 

 

【災害時に想定される廃棄物処理の課題】 

 前橋市ではこれまで大規模な災害の経験がなく、災害廃棄物処理計画も策定されてい

ないため、庁内・庁外における災害廃棄物対応に係る業務の周知、連携・協力体制の

構築を行っていく必要がある。【★】 

 災害廃棄物対策に係る基礎情報として、処理の流れ、仮置場の候補地、収集運搬・処

理体制等を整理し、早急に検討を進める必要がある。【★】 

 前橋市は、荒砥川、桃ノ木川、赤城白川、利根川で想定する最大規模の降雨による氾

濫の浸水範囲に含まれており、地震のみでなく水害への対応の検討が必要である。 
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3.4 本業務で注力する課題 

前橋市においては、今後、災害廃棄物処理計画を策定予定であるが、これまで大規模な災

害経験がないことや、庁内・庁外において災害廃棄物対策に関する認識が少ない状況である

ことから、基礎情報の整理や庁内体制を整えることから着手する必要がある。 

本業務では、災害廃棄物対策を考える上で基本となる事項（処理の流れ、仮置場の候補地、

収集運搬・処理体制）について検討を行うとともに、意見交換会を通じた災害廃棄物業務の

周知や連携・協力体制の構築を目指し、次年度以降も引続き、庁内・庁外において調整・協

議を行える体制を構築すること、災害廃棄物処理計画策定に向けた基盤を整えることを主目

的として検討を行った。 

本検討では上記の状況を踏まえ、以下について注力し検討を行うこととした。 

 災害廃棄物の処理方針及び処理体制の検討 

 関係主体との連携のあり方 

 

【本業務で注力する課題】 

 前橋市では、これまで大規模な災害の経験が無く、災害廃棄物対策に関する連携・協

力体制が構築されていないため、庁内体制を整えることから着手する必要がある。 

 災害廃棄物対策を考える上で基本となる処理の流れ、仮置場の候補地、収集運搬・処

理体制等、災害廃棄物処理計画策定に向けた基盤を整えることが必要である。 

 

【課題解決に向けた検討内容】 

 関係主体との連携のあり方 

 災害廃棄物の処理方針及び処理体制の検討 

図 3-3 本業務で注力する課題と課題解決に向けた検討内容 
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【災害廃棄物対策指針の記載内容】 

図 3-3 で示した課題解決に向けた検討を行うに当たり、災害廃棄物対策指針の記載事項の

うち、参照した該当箇所を以下に示す。 

 災害廃棄物対策指針では、図 3-4 に示す通り、災害廃棄物の処理・処分計画作成のため

に必要な基礎情報の整理の必要性について述べている。 

 図 3-5、図 3-6 に示すとおり、「発災後における各主体の行動」を「体制の構築、支援

の実施」、「災害廃棄物処理」、「一般廃棄物処理（災害廃棄物を除く）」の３つに区分して

整理している。これらを踏まえて本業務では、発生量・処理可能量、処理スケジュール、

処理フロー、仮置場、収集運搬について検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

出典：「災害廃棄物対策指針（改定版）」（環境省）の 2-8、2-9、2-10 ページから重要箇所を抜粋 

図 3-4 災害廃棄物対策指針の記載内容 

（災害廃棄物処理に係る応急体制） 
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出典：「災害廃棄物対策指針（改定版）」（環境省）の 1－14 ページ 

図 3-5 災害廃棄物対策指針の記載内容 

（発災後における各主体の行動：災害廃棄物処理） 

本業務において参照 
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出典：「災害廃棄物対策指針（改定版）」（環境省）の 1－15 ページ 

図 3-6 災害廃棄物対策指針の記載内容 

（発災後における各主体の行動：生活ごみ、避難所ごみ、仮設トイレ等のし尿の） 

 

  

本業務において参照 
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3.5 課題解決に向けた検討結果 

検討の流れ 

検討の流れを以下に示す。 

課題解決に向け、最初に前橋市の基礎情報（被害想定等）について整理を行った。次に、

災害廃棄物発生量・処理可能量の推計及び比較を行い、「処理の流れ」、「仮置場」、「収集運搬

体制」に係る各種検討を行った。 

その後、前橋市における課題及び留意定を抽出し、意見交換会においては、関係者間の役

割分担や協力・連携体制について協議を行った。 

 

 

図 3-7 検討フロー 
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検討結果 

発生量の推計 

災害廃棄物の発生量 

群馬県災害廃棄物処理計画及び前橋市地域防災計画に記載の全壊棟数は共に群馬県地震被

害想定調査報告書に記載の「揺れ＋液状化による市町村別建物被害予測結果一覧（関東平野

北西縁断層帯主部）」を採用している。そのため、本検討においても群馬県地震被害想定調査

報告書に記載の「揺れ＋液状化による市町村別建物被害予測結果一覧（関東平野北西縁断層

帯主部）」に記載の数値を採用した。 

災害廃棄物の発生量の推計方法について、本検討では推計方法１、推計方法２として２つ

の推計を行った。 

推計方法１は、群馬県災害廃棄物処理計画で採用された、１棟当たりの発生原単位を用い

た推計方法である。発生原単位は首都圏直下型地震を想定したものを使用した。ただし、発

生原単位は、群馬県の建物特性を反映したものでは無いことに注意が必要である。 

推計方法２は、単位面積当たりの発生原単位を用いた推計方法である。発生原単位は既存

文献の値を平均したもの（表 3-3）を使用し、延べ床面積は群馬県の建物特性を反映するた

め、「固定資産の価格等の概要調書」（平成 29 年度、総務省）に記載されている群馬県の家屋

棟数及び床面積の数字を用い計算を行った。既存文献（「災害廃棄物」（2009 年３月、廃棄物

資源循環学会））では、「木造 0.6 トン/㎡、非木造 1.0 トン/㎡」の値が設定されているが、

安全側を見積もり、表 3-3 の「木造 0.6 トン/㎡、非木造 1.2 トン/㎡」を採用した。 

 

イ) 推計方法１：１棟当たりの発生原単位を用いた推計方法（群馬県処理計画と同様） 

【推計式１】 

災害廃棄物発生量（トン）＝建物被害棟数（棟）×発生原単位（トン／棟） 

 

発生原単位１ 

全壊 半壊 

161 トン／棟 32 トン／棟 

出典：「群馬県災害廃棄物処理計画」（平成 29 年３月、群馬県） 

 

ロ) 推計方法２：単位面積当たりの発生原単位を用いた推計方法 

【推計式２】 

災害廃棄物発生量（トン） 

＝木造原単位（トン/㎡）×木造平均延べ床面積（㎡/棟）×全壊棟数 

 ＋木造原単位（トン/㎡）×木造平均延べ床面積（㎡/棟）×半壊棟数×α 

＋非木造原単位（トン/㎡）×非木造平均延べ床面積（㎡/棟）×全壊棟数 

＋非木造原単位（トン/㎡）×非木造平均延べ床面積（㎡/棟）×半壊棟数×α 

α＝0.2 もしくは 0.5 
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表 3-3 既存文献に記載の発生原単位 

文献 

木造 非木造 

トン/100m2 トン/m2 
トン/m2 

(小数点１) 

トン

/100m2 
トン/m2 

トン/m2 

(小数点１) 

熊本地震モデル解体 51.6 0.516 0.5 150 1.5 1.5 

東京都 31.3 0.313 0.3 94.3 0.943 0.9 

兵庫県 57.1 0.571 0.6 137 1.37 1.4 

川崎市 50 0.5 0.5 133 1.33 1.3 

廃棄物学会誌 
62 0.62 0.6 85 0.85 0.9 

71 0.71 0.7    

震災廃棄物対策指針 69.6 0.696 0.7 110.7 1.107 1.1 

平均 56.1 0.561 0.6 118.3 1.183 1.2 

 

 

 

 

 

床面積（㎡/棟）は、「固定資産の価格等の概要調書」（平成 29 年度、総務省）の家屋被害

調書の項目の中で群馬県に該当する箇所を引用した数値（表 3-4、表 3-5）を用い、木造、

非木造それぞれで算出した。 

全壊被害棟数は群馬県地震被害想定調査報告書に記載の「揺れ＋液状化による市町村別建

物被害予測結果一覧（関東平野北西縁断層帯主部）」の前橋市の数値を用いた。 

 

表 3-4 固定資産の価格等の概要調書における群馬県の木造家屋の棟数及び床面積 

群馬県の木造家屋 住宅部分 棟数（棟） 床面積（ｍ2） 

専用住宅 658,064 69,450,677 

共同住宅 16,076 3,516,117 

併用住宅（その他の部分） 32,301 2,316,952 

併用住宅（住宅部分） 32,301 1,591,315 

計 706,441 76,875,061 

出典：「固定資産の価格等の概要調書」（平成 29 年度、総務省） 

 

木造住宅における棟当たりの延べ床面積 

76,875,061 ㎡÷706,441 棟＝108.8 ㎡/棟 

 

  

発生原単位２ 

家屋の種類 木造 非木造 

全壊 0.6 トン／㎡ 1.2 トン／㎡ 



19 

 

表 3-5 固定資産の価格等の概要調書における群馬県の非木造家屋の棟数及び床面積 

群馬県の非木造家屋 住宅・アパート部分 棟数（棟） 床面積（ｍ2） 

鉄骨鉄筋コンクリ 3,149 908,815 

鉄筋コンクリ 8,646 3,496,081 

鉄骨造 18,434 4,569,949 

軽量鉄骨 61,307 8,857,378 

れんが・コンクリ・ブロック 7,489 564,047 

その他 95 13,434 

計 99,120 18,409,704 

出典：「固定資産の価格等の概要調書」（平成 29 年度、総務省） 

 

非木造住宅における棟当たりの延べ床面積 

18,409,704 ㎡÷99,120 棟＝185.7 ㎡/棟 

 

表 3-6 １棟当たりの床面積と被害棟数 

 木造 非木造 

床面積（㎡/棟） 108.8 ㎡ 185.7 ㎡ 

全壊棟数 1,557 146 

半壊棟数 11,607 600 

出典：「群馬県地震被害想定調査報告書」（平成 24 年６月、群馬県） 

 

ハ) 種類別割合 

推計式１及び２で示した災害廃棄物の種類別割合を表 3-7 に示す。 

災害廃棄物発生量の内訳量は推計式１、２にそれぞれ種類別割合を乗じることで求めた。 

 

推計方法１：推計式１で求めた災害廃棄物発生量（トン）×種類別割合 

推計方法２：推計式２で求めた災害廃棄物発生量（トン）×種類別割合 

 

表 3-7 災害廃棄物の種類別割合 

 可燃物  不燃物 コンクリートがら 金属くず 柱角材 

種類別割合 8％ 28％ 58％ 3％ 3％ 

出典：「群馬県災害廃棄物処理計画」（平成 29 年３月、群馬県） 
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避難所ごみの発生量 

避難所ごみの発生量は、群馬県災害廃棄物処理計画に示された方法を採用した。 

 

【推計式】 

避難所ごみの発生量＝避難者数（人）×発生原単位（927g/人・日）※ 

※ 前橋市における平成 29 年度の生活系収集可燃ごみの１人１日当たり排出量 

出典：前橋市提供資料 

 

表 3-8 避難者数 

（単位：人） 

発災直後 発災１日後 発災２日後 発災４日後 １か月後 

16,994 55,896 54,321 28,66５ 16,99４ 

出典：「群馬県地震被害想定調査報告書」（平成 24 年６月、群馬県） 
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片付けごみの発生量 

片づけごみの発生量の推計方法について、本検討では推計方法１、推計方法２として２つ

の推計を行った。 

推計方法１は、阪神淡路大震災の神戸市におけるごみの発生量増加率をもとにした推計方

法である。 

推計方法２は、熊本県の災害廃棄物のうち片付けごみの占める割合をもとにした推計方法

である。 

 

イ) 推計方法１：阪神淡路大震災の発生量増加率をもとにした推計方法 

 

【推計式１】 

片付けごみ量＝平時の粗大ごみ発生量（収集実績に基づく※1）×増加率※2 

※1 粗大ごみの平成 28 年度の収集実績（1,279.95 トン）（出典：前橋市清掃事業概要）をもとに設定  

※2 阪神淡路大震災時の神戸市におけるごみの発生量増加率を設定 

 

表 3-9 神戸市における阪神淡路大震災時のごみの発生状況（トン） 

区分 年 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 
８～ 

12 月 
合計 

燃える 

ごみ 

平成

６年 
32,034 27,575 31,793 31,742 33,495 32,218 32,461 163,058 384,376 

平成

７年 
27,124 29,085 31,921 29,714 32,589 30,299 31,079 154,129 366,003 

前年

比 
84.7％ 105.5％ 100.4％ 93.6％ 97.3％ 94.0％ 95.7％ 94.6％ 95.2％ 

不燃系 

ごみ 

平成

６年 
10,700 8,444 10,212 13,791 13,349 11,963 12,507 61,733 142,699 

平成

７年 
25,755 43,719 28,639 20,810 20,219 19,691 17,849 69,560 246,242 

前年

比 
238.1％ 517.8％ 280.4％ 150.9％ 151.5％ 164.6％ 142.7％ 112.7％ 172.6％ 

出典：「神戸市地域防災計画 地震・津波対策編」（平成 27 年、神戸市） 
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ロ) 推計方法２：熊本県の災害廃棄物のうち片付けごみの占める割合をもとにした推計方法 

 

【推計式２】 

片付けごみ量＝損壊家屋等の撤去等により生じる廃棄物量×片付けごみの占める割合※ 

※ 平成 28 年熊本地震における熊本県全体で発生した災害廃棄物のうち片付けごみの占める割合 

（471／2893＝16％） 

 

表 3-10 平成 28 年熊本地震における災害廃棄物の発生推計量及び処理実績 

 
出典：「平成 28 年熊本地震に伴う災害廃棄物処理計画に係る現地視察・研修会資料」 

「熊本地震による被害の実態及び災害廃棄物処理の現状と課題」 

（平成 27 年７月、熊本県循環社会推進課災害廃棄物処理支援室） 

 

し尿収集必要量の推計方法 

し尿収集必要量は、災害廃棄物対策指針及び群馬県災害廃棄物処理計画に示される方法を

採用した。 

 

【推計式】 

 し尿収集必要量＝災害時におけるし尿収集必要人数×1 日 1 人平均排出量※ 

※ 災害廃棄物対策指針及び群馬県災害廃棄物処理計画に示された１人１日平均排出量（1.7L/人・

日）を採用 
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【推計条件】 

災害時におけるし尿収集必要人数＝①仮設トイレ必要人数＋②非水洗化区域し尿収集人口 

① 仮設トイレ必要人数 

仮設トイレ必要人数＝避難者数＋断水による仮設トイレ必要人数 

 

断水による仮設トイレ必要人数＝水洗化人口－避難者数×（水洗化人口/総人口）

×上水道支障率※×１/２ 

※ 上水道支障率＝断水世帯数／給水世帯数 として計算 

 

② 非水洗化区域し尿収集人口 

非水洗化区域し尿収集人口＝汲取り人口－避難者数×（汲取り人口/総人口） 

 

 

表 3-11 避難者数 

項目 値 出典 

避難者数 

（発災１日後） 

55,896 人 群馬県地震被害想定調査報告書 

避難者数 

（発災２日後） 

54,321 人 

避難者数 

（発災４日後） 

28,665 人 

上水道支障率 

（発災１日後） 

27.6％ 群馬県地震被害想定調査報告書 

上水道支障率 

（発災２日後） 

26.5％ 

上水道支障率 

（発災４日後） 

8.3％ 

水洗化人口 318,259 人 平成 29 年度 下水道統計資料 

非水洗化区域し尿

収集人口 

5,846 人 前橋市提供資料「平成 29 年度末 汚水処理人口

普及率に係る単独浄化人口について」 
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災害廃棄物等の発生量の推計結果 

災害廃棄物等の発生量は表 3-12 に示すとおりである。 

 

 災害廃棄物の発生量 

災害廃棄物の発生量は、最大で約 66 万トンに上ると想定される。 

推計式２①は半壊棟数に乗じるαの値を 0.5 とし、推計式２②はαの値を 0.2 として計

算を行った結果である。その結果、推計式１の値が最大となったため、安全側をみて、推

計式１（約 66 万トン）を採用することとした。 

 

 避難所ごみ 

避難所ごみは、群馬県地震被害想定調査報告書に基づき発生量を推計すると、発災１日

後に約 52 トンと最大になり、２日後には約 50 トン、４日後には約 27 トンと減少する。 

 

 片付けごみ 

片付けごみは、推計式１（阪神淡路大震災を参考）及び推計式２（熊本地震を参考）で

推計を行った。推計式２には約 66 万トンの数値を用いて計算を行った。その結果、片付け

ごみ量は推計式２で最大になるため、安全側をみて、推計式２（約 11 万トン）を採用した。 

 

 し尿 

し尿は、発災１日後に 166kL と最大になり、その後、減少する。 
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表 3-12 災害廃棄物等の発生量の推計結果 

分類 区分・内訳 数値 

 被害棟数 
全壊棟数：1,703 棟 

半壊棟数：12,207 棟 

建物撤去等に伴い生じる

廃棄物（トン） 

推

計

式 

１ 

合計 664,717 

 コンクリートがら 385,536 

 柱角材 19,942 

 金属くず 19,942 

 可燃物 531,77 

 不燃物 186,121 

推

計

式

２ 

① 

合計 579,813 

 

コンクリートがら 336,291 

柱角材 17,394 

金属くず 17,394 

可燃物 46,385 

不燃物 162,348 

推

計

式

２ 

② 

合計 312,397 

 

コンクリートがら 181,191 

柱角材 9,372 

金属くず 9,372 

可燃物 24,992 

不燃物 87,471 

避難所ごみ 

（トン/日） 

発災１日後 52 

発災２日後 50 

発災４日後 27 

片付けごみ 

（トン/年） 

推計式１ 2,209 

推計式２ 108,220 

し尿（kL/日） 

発災１日後 166 

発災２日後 161 

発災４日後 78 

※注 1）推計式２①はα＝0.5 を採用して計算を行った。 

※注 2）推計式２②はα＝0.2 を採用して計算を行った。 
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処理可能量の推計 

焼却施設 

平時の可燃ごみ焼却処理は、六供清掃工場、亀泉清掃工場、大胡クリーンセンターで行わ

れているが、亀泉清掃工場及び大胡クリーンセンターは今後閉鎖予定のため、六供清掃工場

を処理先として検討を行った。 

 

表 3-13 施設概要 

名称 
使用開始 

年度 

使用

期間 

運転管理

体制 

処理 

能力 

炉

数 

稼働

時間 

年間 

処理量 

処理対象 

廃棄物 

処理 

方式 
炉型式 

六供 

清掃工場 
1991 年 27 年 一部委託 

405 

トン/日 
３ 24H 

83,050 

トン/年 

可燃ごみ、 

ごみ処理残渣 

ストーカ

式 

全連続

運転 

出典：「一般廃棄物処理実態調査」（平成 28 年、環境省） 

 

【推計式】 

施設の公称能力の上限まで処理できることを前提とした推計手法を用いて推計した。 

 

焼却施設の年間処理可能量（トン／年）＝日処理能力×年間稼働可能日数―年間処理実績 

 

表 3-14 推計条件 

項目 算定条件 

日処理能力 

(トン/日) 

一般廃棄物処理実態調査結果（平成 28 年度）に基づく１日あたり

の処理能力 

年間稼働可能日数 

(日/年) 

「ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2017 改訂版）」におけるご

み焼却施設規模の算定に基づく年間実稼働日数（280 日） 

年間処理量実績 

(トン/年) 

一般廃棄物処理実態調査結果（平成 28 年度）に基づく１日あたり

の年間処理量 

※注）年１回の補修整備期間 30 日、年２回の補修点検期間各 15 日及び全停止期間７日間並びに起動に要する日数３日・

停止に要する日数３日各３回の合計（85 日）を差し引いた日数（85 日＝30 日＋15 日×２＋７日＋３日×３＋３

日×３） 

 

【推計結果】 

推計結果は以下のとおりとなった。 

 

 

 

  

推計結果 

六供清掃工場 30,350 トン/年 
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破砕施設 

平時の破砕処理は、荻窪清掃工場、富士見クリーンステーションで行われているため、荻

窪清掃工場、富士見クリーンステーションを処理先として検討を行った。 
 

表 3-15 施設概要 

名称 
使用開始

年度 

使用経過

期間 

運転管理

体制 

処理 

能力 

稼働

時間 

年間 

処理量 

処理対象 

廃棄物 

処理 

方式 

荻窪清掃工場 1992 年 26 年 一部委託 
99 

トン/日 
５H 

6,221 

トン/年 

不燃ごみ、 

資源ごみ 
併用 

富士見 

ｸﾘｰﾝｽﾃｰｼｮﾝ 
1998 年 20 年 一部委託 

18 

トン/日 
５H 

2,084 

トン/年 

粗大ごみ、 

不燃ごみ、 

資源ごみ（缶） 

併用 

出典：「一般廃棄物処理実態調査」（平成 28 年、環境省） 

 

【推計式】 

施設の公称能力の上限まで処理できることを前提とした推計手法を用いて推計した。 

 
推計式：破砕施設の処理可能量＝日処理能力×年間稼働可能日数―年間処理実績 

 

表 3-16 推計条件 

項目 算定条件 

日処理能力 

(トン/日) 

一般廃棄物処理実態調査結果（平成 28 年度）に基づく１日あた

りの処理能力 

年間稼働可能日数 

(日/年) 

「ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2017 改訂版）」における

破砕処理施設規模の算定に基づく年間実稼働日数（296 日） 

年間処理量実績 

(トン/年) 

一般廃棄物処理実態調査の平成 28 年度調査結果に基づく１日あ

たりの年間処理量 

※注）日曜日、年末年始の５日間（12/30～１/３）、施設補修による休止を考慮した日数 

 

【推計結果】 

推計結果は表 3-17 に示すとおりである。 

 

表 3-17 推計結果 

推計結果 

荻窪清掃工場 23,083 トン/年 

富士見クリーンステーション 3,244 トン/年 

合計 26,327 トン/年 
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最終処分場（参考） 

参考のため、最終処分場の平成 29 年３月時点における施設概要を表 3-18、残余容量を表 

3-19 に示す。 

なお、容量から重量への換算は、1.25 トン/ｍ3（「前橋市最終処分場施設方針」（平成 29 年、

前橋市）の p46、「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010 改訂版」（社団法人 全国

都市清掃会議）の p514 を採用した。 

 

表 3-18 施設概要 

名称 
使用開

始年度 

埋立終

了年度 

埋立地 

面積 

（ｍ2） 

施設全

体容量 

（ｍ3） 

残余 

容量 

（ｍ3） 

運転

管理

体制 

処理対象 

廃棄物 

最終処分

場の構造 

前橋市荻窪 

最終処分場 
1985 年 2007 年 50,000 544,000 0 

一部

委託 

焼却残渣（主灰） 

破砕ごみ・処理残渣 

準好気性 

埋立構造 

前橋市 

最終処分場 
2003 年 2018 年 46,700 383,000 236,358 

一部

委託 

焼却残渣（主灰） 

焼却残渣（飛灰） 

準好気性 

埋立構造 

前橋市富士見 

最終処分場 
1997 年 2027 年 8,020 59,080 29,925 

一部

委託 

焼却残渣（主灰） 

焼却残渣（飛灰） 

破砕ごみ・処理残渣 

準好気性 

埋立構造 

出典：「一般廃棄物処理実態調査」（平成 28 年、環境省） 

 

表 3-19 最終処分場処理可能量＝残余容量 

名称 容量（m3） 重量(トン) 

前橋市荻窪最終処分場 0 0 

前橋市最終処分場 236,358 295,448 

前橋市富士見最終処分場 29,925 37,406 

合計 266,283 332,854 

 

発生量・処理可能量の比較 

上記で行った災害廃棄物等の発生量及び各施設の処理可能量の推計結果を踏まえ、表 3-20

に示すとおり、発生量と処理可能量の比較を行った。 

 

表 3-20 発生量と処理可能量の比較 

項目 発生量 処理可能量 

可燃物 53,177 トン 60,700 トン（30,350 トン/年×２年） 

不燃物 186,121 トン 332,854 トン 

片付けごみ 108,220 トン 26,327 トン/年 

し尿 166kl/日 33kl/日 
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【比較結果】 

可燃物 ：発生量 53,177 トンに対し、市焼却施設（六供清掃工場）の処理可能

量は 30,350 トン／年であるため、中間処理期間を２年と想定した場

合、処理可能となる。 

不燃物 ：発生量 186,121 トンに対し、市最終処分場（前橋市最終処分場、前橋

市富士見最終処分場）の残余容量は 332,854 トンのため処分可能とな

るが、災害廃棄物を処分した場合は、残余容量は大幅に減少すること

となる。 

片付けごみ ：片付けごみ発生量 108,220 トンに対し、市破砕施設（荻窪清掃工場、

富士見クリーンステーション）の処理可能量は 26,327 トンであるた

め、処理は困難となる。 

し尿収集必要量 ：し尿収集必要量（発災１日後）約 166kL／日に対し、市し尿処理施設

の生し尿処理能力は 33kL／日であるため、処理は困難となる。 

 

⇒片付けごみは、他市町村への処理支援要請や民間事業者への処理委託、仮置場での破砕・

選別が必要となる。し尿処理は他市町村への処理支援要請や一時的な貯留槽の確保が必要

となる。 

 

処理の流れ（処理フロー） 

災害廃棄物は、道路啓開や人命救助・捜索活動に伴い生じる廃棄物、損壊家屋等から排出

される家財道具（片付けごみ）、損壊家屋等の撤去等で発生する廃棄物など、種類や性状はさ

まざまであり、平時の生活ごみ等と比べて発生量も膨大である。 

発災後の混乱した状況下においても、適正かつ円滑・迅速に災害廃棄物処理を進めていく

ためには、災害廃棄物の量・質（種類や性状等）を把握するとともに処理工程・処理方法を

想定し、災害廃棄物処理の全体像をあらかじめ把握しておくことが重要である。 

図 3-8 に前橋市で想定される災害廃棄物の処理フローを示す。 

なお、一次仮置場等での分別排出・分別仮置きの徹底、二次仮置場での細選別の実施など、

可能な限りの再生利用の促進を図るものとする。 
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図 3-8 災害廃棄物の処理フロー 

 

仮置場に係る検討 

仮置場（一次仮置場）の必要面積の推計 

ハ) 推計方法 

仮置場（一次仮置場）の必要面積の推計方法には、災害廃棄物全量を仮置きする方法と

「仮置場への搬入・搬出を考慮する方法」がある。 

ここでは、仮置場（一次仮置場）の必要面積を小さくすることを目的に、仮置場への搬

入・搬出を考慮する方法で、仮置場（一次仮置場）の必要面積の推計を行った。なお、二

次仮置場は、災害廃棄物等処理の状況により必要に応じて設置することから、推計の対象

から除外した。 

  

道路啓開物等

損壊家屋等の
撤去等により
生じる廃棄物

一次仮置場
（適正保管、粗選別等）

二次仮置場
（中間処理（破砕、選別等）、適正保管等）

可燃系混合物

不燃系混合物

柱角材

コンクリートがら

中

間

処

理
（

破

砕

・

選

別

等
）

木質チップ等

金属

不燃物

可燃物

再生砕石等

可燃系混合物

不燃系混合物

処理・処分、有効利用
（再資源化、焼却、最終処分等）

焼却施設
・六供清掃工場

有価売却

適正処理・有効利用
（産廃施設、ｾﾒﾝﾄ工場等）

最終処分場
・荻窪最終処分場
・前橋市最終処分場
・富士見最終処分場

ボード原料
燃料用ﾁｯﾌﾟ等

土木資材

凡例

：民間施設等での処理

：市内施設での処理

粗

選

別

・

分

別

排

出

適正処理
（産廃施設等）

有効利用
（ボード原料、土木資材等）

（二次仮置場には搬入せず、直接、産廃施設等に搬入する場合もある）

金属くず

柱角材

コンクリートがら

（一次仮置場には搬入せず、直接、産廃施設等に搬入する場合もある）

片付けごみ
片付けごみ

（品目ごとに分別して保管）

焼却施設
・六供清掃工場

有価売却

不燃ごみ・粗大ごみ
処理施設

・荻窪清掃工場
・富士見ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

適正処理
（産廃施設等）

中間処理（破砕・選別等）

※既存施設への搬入が困難な状態のものに限る

廃家電等

廃自動車等

適正処理
困難物等

有害物質や
有害物含有廃棄物等

腐敗性廃棄物

廃家電等
（対象品目・グループごとに分別して保管）

廃自動車等

漏洩防止措置等を講じて適正に保管

各種ﾘｻｲｸﾙ法による
再資源化

適正処理
（産廃施設等）

適正処理
（産廃施設等）

適正処理・有効利用
（産廃施設、ｾﾒﾝﾄ工場等）

最終処分場
・荻窪最終処分場
・前橋市最終処分場
・富士見最終処分場
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表 3-21 仮置場の必要面積の推計方法 

 災害廃棄物全量を仮置きする方法 仮置場への搬入・搬出を考慮した方法 

概要 

（イメージ） 

 

 

推計の目的 

 発災後、災害廃棄物処理体制の構築が

困難であった場合、仮置場へ廃棄物が

搬入され続ける事態が想定される。 

 このような事態を想定して、災害廃棄

物全量を仮置場に一度に置く場合の

必要面積を算定する。 

 発災後、災害廃棄物処理体制を早急に

構築できた場合、仮置場へ廃棄物が搬

入され、処理を終えたあと、早急に処理

先への搬出を開始できる状況が期待で

きる。 

 このため、仮置場への災害廃棄物の搬

入・搬出を考慮した場合の必要面積を

算定する。 

 

ニ) 仮置場（一次仮置場）の必要面積の推計式 

以下の推計式に基づき、仮置場（一次仮置場）の必要面積の推計を行った。なお、災害

廃棄物の処理の過程で生じる復興資材等についても、必要に応じてストックヤード等で保

管する必要があるが、ここではストックヤード分は除外して推計を行った。 

 

仮置場の必要面積＝仮置量÷見かけ比重÷積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 

仮置量＝災害廃棄物の発生量－年間処理量 

年間処理量＝災害廃棄物の発生量÷処理期間（３年） 

見かけ比重注１、２：可燃物 0.4ｔ/ｍ3、不燃物 1.1ｔ/ｍ3、コンクリートがら 1.48ｔ/ｍ3、 

金属くず 1.13ｔ/ｍ3、柱角材 0.55ｔ/ｍ3 

積み上げ高さ：５ｍ 

作業スペース割合：１ 

出典：「群馬県災害廃棄物処理計画」（平成 29 年３月、群馬県） 

注１）可燃物・不燃物の見かけ比重： 

「廃棄物分別・処理実務マニュアル」（一般社団法人廃棄物資源循環学会・編著）から引用。 

注２）コンがら・木くず・金属くずの見かけ比重： 

「産業廃棄物実態調査指針」（平成 24 年３月、環境省）を用いた。 

 

  

災害廃棄物
全量 仮置場

災害廃棄物
搬入量

災害廃棄物等
搬出量

仮置場
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ホ) 処理スケジュール 

仮置場（一次仮置場）の必要面積の推計を行うにあたり、災害廃棄物の処理スケジュー

ルの検討を行った。 

処理スケジュールの検討に当たっての留意点を表 3-22、処理スケジュールを図 3-9 に

示す。 

 

表 3-22 災害廃棄物の処理スケジュール検討に当たっての留意点 

ポイン

ト 
内容 根拠等 

ポイン

ト① 
処理期間は３年を目標とする 

 県処理計画において処理期間は通常３年

とすると示されている 

 阪神淡路大震災及び東日本大震災では、

発災から３年を目標に処理が行われ、両

震災とも３年で処理が完了している 

ポイン

ト② 

建物の撤去（必要に応じ解体）等は 

発災３か月後の開始を目標とする 

 平成 28 年熊本地震（熊本市）では、公費

による家屋の撤去等が発災後３か月後に

開始された 

ポイン

ト③ 

建物の撤去（必要に応じ解体）等は 

２年を目標とする 

 阪神淡路大震災及び東日本大震災では、

建物の撤去等は発災から２年で行われた 

 平成 28 年熊本地震（熊本市）では、建物

の撤去等の完了の目標を発災から約２年

（平成 30 年３月末ごろ）とした 

ポイン

ト④ 

一次仮置場は発災直後から 

確保・設置を目標とし、 

一次仮置場の解消は２年を目標と

する 

 交通障害物や倒壊のおそれ等により周辺

環境に悪影響を及ぼす可能性があるもの

については、人命救助や行方不明者捜索

等の観点から、直ちに撤去が必要であり

発災後の状況によっては速やかに一次仮

置場への搬出が求められることが想定さ

れる 

 平成 28 年熊本地震（益城町）では、公費

解体（損壊家屋等の撤去等）の終了時期に

合わせ、発災から約１年６か月で一次仮

置場が解消された 

ポイン

ト⑤ 

二次仮置場は発災６か月後までに 

整備し処理を開始する 

 平成 28 年熊本地震では、発災約６か月後

から二次仮置場が供用開始された（平成

28 年４月 14 日に発災、平成 28 年９月 30

日に部分供用を開始） 

 仮置場の必要面積（仮置量）を低減するた

め、二次仮置場設置後、直ちに処理を開始

し、処理先等へ搬出する 
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図 3-9 処理スケジュール 

 

ヘ) 仮置場必要面積の推計結果 

 片付けごみの仮置場（一次仮置場）の必要面積の推計結果 

発災後３か月までの間に排出される片付けごみは一次仮置場に搬入され、随時、不燃ご

み・粗大ごみ処理施設等へ搬出し、一次仮置場は発災後２年までの間に解消することを目

標とする。平成 28 年熊本地震における片付けごみ発生量は災害廃棄物全体の約 16％を占

めることから、関東平野北西縁断層帯主部による地震においても同程度の片付けごみが発

生すると想定すると、約 10.8 万トンの片付けごみが発生し、ピーク時は市全体で約 3.8ha

（37,877m2）の一次仮置場が必要になると推計される。 

 

表 3-23 片付けごみの推計結果 

推計方法 数値（トン） 

発災 1週間後 1ヵ月後 0.5年後 1年後 2年後 3年後3ヵ月後3日後

初動期 応急対応
（前半）

応急対応
（後半） 復旧・復興

損壊家屋等の撤去等

混合廃棄物の搬入

混合廃棄物の細選別、処理・処分先へ搬出

コンクリートがら・金属・混合廃棄物の搬出

収集

（状況に応じ）携帯トイレ等の収集
（復旧し次第）下水道処理施設での処理

焼却施設への搬入

コンクリートがら・金属・混合廃棄物の搬入

コンクリートがらの仮置き、金属の搬出
混合廃棄物の粗選別

片付けごみ等の分別仮置き

片付けごみの搬入

道路啓開物等の撤去

片付けごみの排出

仮設トイレ等の設置・し尿の収集

損壊家屋等の
撤去等

一次仮置場

二次仮置場

避難所
ごみ

（生活ごみ）

し尿

片付けごみ等

道路啓開物

不燃ごみ・粗大ごみ処理施設等への搬出
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熊本地震の実績をもとに推計した片付けごみ量 108,220 

 

 

図 3-10 片付けごみの仮置場（一次仮置場）の必要面積の推移 

 

 損壊家屋等の撤去等で生じる廃棄物の仮置場（一次仮置場）の必要面積の推計結果 

関東平野北西縁断層帯主部による地震では、約 66 万トンの災害廃棄物が発生し、ピーク

時は市全体で約 9.9ha（98,647m2）の仮置場が必要になると推計される。 

 

表 3-24 災害廃棄物発生量の推計結果 

分類 区分・内訳 数値 

建物撤去等に伴い生じる廃棄物 

（トン） 

合計 664,717 

 可燃物 53,177 

 不燃物 186,121 

 コンクリートがら 385,536 

 金属くず 19,942 

 柱角材 19,942 

 

 

 

 
図 3-11 仮置場（一次仮置場）の必要面積の推移（内訳） 
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仮置場候補地の検討 

ト) 前橋市による現地確認及び整理フォーマットの作成 

仮置場候補地の選定に当たっては、表 3-25 に示す項目の整理を行い、適切な候補地を

選定する必要がある。災害廃棄物の仮置場として利用する場合、「A.災害廃棄物を積んだ収

集運搬車両が出入りできること」、「B.災害廃棄物を適正に保管できること」は必須条件と

なる。 

また、過去の災害事例を踏まえると、災害廃棄物の円滑な搬出入と適正な仮置場管理の

ためには、3,000m2（約 0.3ha）以上の有効面積が必要であったことから、3,000m2（約 0.3ha）

以上の土地であることが望ましい。 

整理項目に従い、前橋市では職員による現地確認を行い、本モデル事業で作成した図 

3-12 に示す整理フォーマットを使用し、仮置場候補地となる公園等の情報の整理を行った。 

 

表 3-25 仮置場候補地選定に当たっての整理事項 

情報の種類 整理する理由 

名称、住所、管理

者、所有者 

基礎情報として整理する。 

敷地面積 

有効面積 

適正な処理のために分別作業が必要となることから、一定の広さの面積

が必要であるため。 

現在の用途 関係者と調整・協議を行うため。 

他用途での利用 災害時において関係者と調整・協議を行い、利用用途を決定するため。 

ユーティリティ 災害廃棄物処理には電気や水が必要であるため。 

舗装の条件 仮置場は重機の稼動や、規模も種類もさまざまな不特定多数の車両が出

入りする。舗装条件（例えば土）によっては対策（例えば鉄板の敷設等）

を検討することが必要であるため。 

地形・地勢 土地の起伏があり高低差が大きい場合は仮置場としての利用に不向きで

ある。また敷地内に樹木の林立や構造物の設置がある場合、仮置場として

利用するために状況に応じてそれらの撤去等が必要となるため。 

土地の形状 変則形状の場合、仮置場として利用しにくいため。 

道路状況 一定の幅員のある道路に面していないと車両（大型車両を含む）による災

害廃棄物の搬出入ができないため。 

搬出入ルート 出入口を確保できないと車両（大型車両を含む）による災害廃棄物の搬出

入ができないため。 

輸送ルート 広域処理が必要となった場合、高速のインターチェンジや鉄道貨物駅、港

湾に近いほうが運搬効率の面から有利であるため。 

周辺状況 住宅密集地や病院、福祉施設、学校等に隣接していると、住民等の生活環

境に影響を及ぼす可能性があるため。 

被害の有無 揺れや液状化、津波等により仮置場自体が被災する可能性があるため。ま

た二次被害を防止するため。 
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図 3-12 仮置場候補地の整理フォーマット 

 

チ) 仮置場候補地リストの作成及び必要面積との比較 

上記で記述した現地確認等を踏まえ、前橋市では仮置場候補地リストを作成した。 

その結果、仮置場候補地全体の有効面積は、約 41.6ha（416,482m2）であった。 

関東平野北西縁断層帯主部地震における仮置場の必要面積は、最大で約9.9ha（98,647m2）

あり、仮置場候補地は充足する結果となった。 

一方で、候補地の多くが他用途と重複すること、農地・各種施設と隣接する箇所もある

こと等、課題も抽出された。また、選定した仮置場候補地には、地区の偏りがみられたた

め、今後、地区の偏りがないよう新たに候補地となり得る箇所を選定することが望ましい。 
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収集運搬に係る検討結果 

災害時の収集運搬～処理の流れ（例） 

災害時における収集運搬～処理に係る流れを図 3-13 に示すとおり整理し、各段階で必要

となる収集運搬車両の一例を示した。 

大量に発生する災害廃棄物等の収集運搬には、平時に使用することの少ない車両種類や台

数が必要となる。 

 

 

図 3-13 災害時の収集運搬～処理の流れ 

 

過去の災害時における収集運搬に係る課題と対応事例 

過去の災害時における収集運搬に係る課題及び対応事例を表 3-26 に示すとおり整理した。 
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表 3-26（1） 災害時における収集・運搬に係る課題と対応事例（1/2） 

 
  

区分 No. 過去の災害における課題 対応策の事例

（課題） （詳細） 災害名称 出典 （対応策） 災害名称 出典

共通 1-1 車両や運転者の不足 - - - - -

様々な分野で運搬車両の需要が拡大したため車両が不足 東日本大震災 1 災害支援協定や平常時の連携に基づいた、他自治体や業
界団体からの支援

東日本大震災 1

他の復旧事業等もあり、事業者がすでに確保しているダン
プトラックが不足

東日本大震災 1 東日本大震災 4

収集・運搬の職員の被災 東日本大震災 4 平成27年9月関
東・東北豪雨

6

事業者の被災 東日本大震災 4 熊本地震 7

収集・運搬受託事業者が所有する車両の大半が流出する
などの深刻な被害

東日本大震災 1

東日本大震災 4

1-2 燃料の不足 - - - - -

収集車等の燃料不足 東日本大震災 1 収集車両を緊急車両扱いにし、優先的に給油できる体制を
確保

東日本大震災 2

東日本大震災 4 災害支援協定等で優先的に燃料補給ができるよう準備 東日本大震災 1

他県自治体が燃料持参で支援を実施 東日本大震災 2

交通局のバス用燃料からの転用 東日本大震災 1

東日本大震災 4

委託業者に業者間での燃料の融通等を依頼 東日本大震災 1

民間油槽所との連携（緊急車両用給油所の設置） 東日本大震災 2

東日本大震災 4

石油元売り業者への要請 東日本大震災 2

東日本大震災 4

小売業者と協定を締結していたため、優先給油の対象 東日本大震災 2

国へ要望 東日本大震災 2

東日本大震災 4

1-3 通行障害 - - - - -

緊急支援車両として認められていなかったことで通行不可 東日本大震災 1 事前に緊急支援車両として登録 東日本大震災 1

発災直後は道路が使えなかったため、汲み取りや収集に
行けない区域あり

東日本大震災 2 収集可能なエリアから順次、収集運搬業務を開始 平成26年8月豪雨 5

道路啓開が終わるまでは処理施設までの道路が被災し、
施設への搬入が不可

東日本大震災 4

もともと道路が狭く、流出した土砂量が多かったため、現場
まで車両が進入できない地区が多数

平成26年8月豪雨 5

周辺部の交通事情の悪化等による収集車両の運搬時間の
増加

平成26年8月豪雨 5

1-4 支援車両への配慮 - - - - -

支援自治体等への指示系統の明確化に苦慮 熊本地震 7 市の担当者が業務終了後に市内を調査し、優先される収集
場所の地図を作成し、翌朝に支援部隊に提供

平成27年9月関
東・東北豪雨

6

支援自治体等の宿泊施設には、車両を停めるスペースや
入浴設備があることが必須

熊本地震 7 毎日、支援部隊から市内状況の報告を受け、状況を把握 平成27年9月関
東・東北豪雨

6

市職員が頻繁にごみ排出状況やルート確認を行い、委託
業者や支援部隊に情報を提供

熊本地震 7

高速道路の無料通行措置に対応するため、災害派遣等従
事車両証明書を車両毎に発行

熊本地震 7

支援自治体の宿泊は、クリーンセンターや環境工場等で受
け入れ、会議室等を利用し布団はレンタルして準備

熊本地震 7

1-5 時系列毎に必要となる車両種類の変化 - - - - -

発災後の収集状況や時期、ごみ収集場所等に応じて、必
要とされる車両の種類が変化

熊本地震 7 収集計画上の調整も必要 熊本地震 7

2-1 住民への広報 - - - - -

避難所等において事前に説明 東日本大震災 1

町内会長あてに文書による連絡 東日本大震災 4

本市と他自治体の情報が混同して理解される 熊本地震 7 避難所代表者への説明 東日本大震災 4

各戸への貼り紙等により周知 東日本大震災 4

防災無線でごみ出しのルールを広報 平成27年9月関
東・東北豪雨

6

通常時から、ＨＰに災害時の基本的なごみ出しルール等を
掲載しておくことも有効

熊本地震 7

災害の種類や規模に応じた分かりやすく時宜にかなった広
報について、ＨＰ、専用電話（自動音声）、各種報道機関、
コールセンター（ごみゼロコール）、ＳＮＳ等の媒体別の活用
方法も含め、事前に検討しておく必要

熊本地震 7

2-2 住民からの問合せ - - - - -

危険箇所や交通に支障が出ている箇所のごみ収集依頼等
が殺到

熊本地震 7 災害時には、コールセンター職員の増員が速やかに行える
ような委託契約内容の整理

熊本地震 7

災害大型ごみを含む戸別収集依頼が廃棄物計画課やコー
ルセンター（ごみゼロコール）に殺到

熊本地震 7 情報収集や電話対応を効率的に行うための体制構築など
準備を徹底

熊本地震 7

し尿収集や一般廃棄物の収集に関する情報（収集予定の
変更や再開予定）、被災した家財の仮置場への持ち込み等
について、避難者を含めて適切に伝え、元の生活への復帰
に向けた環境づくりを進めていくことが必要

東日本大震災 1

生活ごみ
片づけごみ
し尿

通常ごみと片付けごみが混在して排出されている場合や、
リサイクル対象の家電４ 品目等が一次仮置場の一部を占
拠している場合もあり、収集に支障を来す

熊本地震 7
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表 3-26（2） 災害時における収集・運搬に係る課題と対応事例（2/2） 

 
※出典 

１：「東日本大震災により発生した被災３県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の処理の記録」（平成 26 年９月、環境省東北地方環境事務所 一般社

団法人日本環境衛生センター） 

２：「巨大災害により発生する災害廃棄物の処理に自治体はどう備えるか～東日本大震災の事例から学ぶもの～」（平成 27 年３月、環境省東北地方環境事務所） 

３：「災害時のトイレ機能の確保に関する調査報告書（概要版）」（平成 23 年８月、特定非営利活動法人日本トイレ研究所） 

４：「東日本大震災における災害廃棄物処理概要報告書」（平成 28 年３月、 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部） 

５：「平成 26 年８月豪雨に伴う広島市災害廃棄物処理の記録集（本編）」（平成 28 年３月、環境省中国四国地方環境事務所・広島市環境局） 

６：「平成 27 年９月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理の記録」（平成 29 年３月、 環境省関東地方環境事務所・常総市） 

７：「平成 28 年熊本地震熊本市震災記録誌 ～復旧・復興に向けて～ 発災からの１年間の記録」（平成 30 年３月、熊本県熊本）

3-1 避難所との連携不足 - - - - -

避難所リストの記載漏れや新規開設・閉鎖が適時反映され
なかったために収集が停滞

東日本大震災 1 - - -

東日本大震災 4

片づけごみ 4-1 大量排出による収集の遅れ - - - - -

片付けごみの大量排出により収集が追いつかなくなり、ご
みステーションにごみが溢れ返る状態が継続

熊本地震 7 都市建設局において協定を締結していた建設業協会およ
び造園建設業協会等に収集を依頼

熊本地震 7

【再掲】震災ごみの収集が追いつかない、次第に公園周辺
の道路から公園内にも震災ごみが持ち込まれる状態

熊本地震 7 公園の震災ごみを収集する民間業者の手配や収集体制の
決定、収集手順の指示といった実務を公園課で行い、支払
いの事務手続を環境局で実施

熊本地震 7

【再掲】震災ごみの収集が追いつかない、次第に公園周辺
の道路から公園内にも震災ごみが持ち込まれる状態

熊本地震 7 通常ごみのうち、燃やすごみ以外の紙、資源物（びん、缶
等）、ペットボトル、プラスチック製容器包装、特定品目（蛍
光管、水銀体温・血圧計、スプレー・ガス缶、ライター、乾電
池）、埋立ごみの収集を中断し、片付けごみの収集を集中
的に実施

熊本地震 7

5-1 がれき混じり土砂に係る役割分担 - - - - -

がれき等が混じった土砂の除去や運搬について、担当部局
が明確でなかったため、それぞれの部局が手当たり次第に
除去

平成26年8月豪雨 5 基本的な役割を分担
・道路上のがれき、土砂等の撤去：道路交通局
・宅地内の堆積土砂等の撤去：下水道局
・農地内の堆積土砂等の撤去：経済観光局
・家庭内の被災ごみ収集、ごみ処理施設での処理：環境局
・事業ごみの収集：ごみ収集運搬許可業者

平成26年8月豪雨 5

5-2 仮置場への搬入・搬出に係る問題 - - - - -

仮置場への搬入、搬出に関わる交通渋滞・安全確保 東日本大震災 1 警察署・消防署等と協議 東日本大震災 1

住民への配慮から経路や時間帯を住民と協議 東日本大震災 1

通勤・通学時間帯を避けて設定 東日本大震災 1

地域住民へ配慮し、通学路や住宅地の周辺を避けたルート
選定

東日本大震災 1

東日本大震災 2

右折をしないルート設定 東日本大震災 1

できるだけ一方通行で完結できる計画とし、収集運搬車両
が交錯しないように配慮

東日本大震災 2

GPS と交通規制渋滞情報を活用した運行管理システムを
採用し、ルート変更により渋滞場所を避ける

東日本大震災 1

東日本大震災 4

できるだけ大型車両を運用して通行台数を削減 東日本大震災 1

地元の情報に精通しており、土地勘があり、場所の説明が
容易、啓開を優先すべき道路や迂回路について自ら判断で
きる地元業者を選定

東日本大震災 2

5-3 住民やボランティアによる除去物の対応 - - - - -

住民やボランティにより除去された宅地内の土砂等の運搬
が間に合わず、啓開した道路に次々に積上げ

平成26年8月豪雨 5 - - -

5-4 環境への配慮 - - - - -

道路粉じん対策 東日本大震災 1 散水を定期的に実施 東日本大震災 1

し尿 6-1 車両や運転者の不足 - - - - -

各地域で下水道整備が進んできた中で、し尿収集のため
のバキューム車やオペレーターが減少

東日本大震災 1 県を通じてバキューム車の支援を要請 東日本大震災 1

豪雨によるし尿の緊急収集等による必要車両台数の増加 平成26年8月豪雨 5 【再掲】協定や平常時の連携に基づいた、他自治体や業界
団体からの支援

東日本大震災 1

東日本大震災 4

平成27年9月関
東・東北豪雨

6

熊本地震 7

簡易トイレでしのぐ 東日本大震災 1

合併処理浄化槽清掃業者にし尿の汲み取りを依頼 東日本大震災 2

平成27年9月関
東・東北豪雨

6

市内の浄化槽清掃事業者を訪問し、緊急的にし尿の汲み
取りへの協力依頼

東日本大震災 4

6-2 燃料の不足 - - - - -

バキューム車用燃料の不足 東日本大震災 1 他県に中継基地をおいてガソリンを供給 東日本大震災 1

東日本大震災 2 役場を給油所とし、バキューム車の燃料確保は総務課が担
当

東日本大震災 2

6-3 仮設トイレの設置場所に係る問題 - - - - -

バキューム車が入れない位置に仮設トイレが設置 東日本大震災 1 - - -

仮設トイレをあちこちに設置したため、誰が設置したのか管
理者が不明

東日本大震災 2

6-4 仮設トイレの構造上の問題 - - - - -

仮設トイレの中にはバキューム車のホースが入らない構造
のものがあった。

東日本大震災 1 - - -

6-5 汲取りシステムへの依存 - - - - -

下水、水道、電気が停止することを考慮すると汲取りシステ
ムに依存

- 3 下水処理施設へのし尿投入 熊本地震 7

生活ごみ
（避難所ごみ）

建物撤去等に伴う
廃棄物
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前橋市で想定される災害時の収集運搬に係る課題 

過去の災害事例を踏まえ、前橋市における収集運搬に係る課題、対応策及び関係者との連

携・調整事項を表 3-27 に示すとおり整理した。 

 

表 3-27 前橋市における収集運搬に係る課題、対応策及び関係者との連携・調整事項 

No. 課題 要因 対応策（案） 連携・調整事項 

1 車両や運転者

の不足 

 収集・運搬の職員や

事業者の被災 

 事業者の所有する車

両の被災 

 様々な分野で運搬車

両の需要が拡大 

 収集箇所の増加、交

通事情の悪化に伴う

収集・運搬時間の増

加 

 収集・運搬業者との契約内

容の見直し（収集時間の延

長、収集日程の増加等） 

 協定に基づく他自治体や業

界団体からの支援 

 平時からの訓練による事業

者等との情報伝達体制の構

築、協定の確認・締結 

 災害時における収

集・運搬業者との契

約内容について、平

時より協議可能か。 

 締結済みの協定内容

は、有効であるか、

不足はないか。 

 他自治体との協定締

結を今後推進する計

画はあるか。 

2 燃料の不足  収集車や重機等の使

用頻度増加、使用台

数増加 

 様々な分野で車両の

需要が拡大、燃料需

要の増加 

 収集車両を緊急車両扱いに

し、優先的に給油できる体

制を確保 

 協定に基づき事業者等か

ら、優先的に給油できる体

制を確保 

 支援車両は、可能な限り燃

料持参を依頼 

 国等へ支援要請 

 収集車両を緊急車両

として事前に登録

（市の車両は登録済

み）。 

 事業者等との優先給

油に係る協定は、災

害廃棄物の収集・運

搬にも適用される

か。見直しは必要な

いか。 

 協定締結先自治体と

燃料に係る事前調整

は行われているか。

関連性のある協定の

庁内窓口を把握して

いるか。 

3 通行障害  がれきや土砂等によ

る道路の封鎖 

 地割れや液状化等に

よる道路の通行障害 

 車両の進入が困難な

道幅 

 収集可能なエリアから順

次、収集運搬業務を開始 

 交通状況を逐一入手し、運

行ルートへ反映 

 事前に緊急支援車両として

登録 

 収集車両を緊急車両

として事前に登録

（市の車両は登録済

み）。 

 平時から車両の進入

が困難な箇所を把握
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No. 課題 要因 対応策（案） 連携・調整事項 

 緊急車両としての登

録が無かったため通

行不可 

することが望まし

い。 

 災害時に交通状況を

逐一把握できるよ

う、庁内関係課と情

報入手手順の確認が

必要。 

4 支援車両への

配慮 

 支援自治体等への指

示系統が明確化され

ないことによる混

乱、非効率化 

 支援自治体等の宿泊

施設や駐車スペース

の確保が困難 

 受援体制の構築、指示系統

の明確化 

 支援自治体等の宿泊施設や

駐車スペース確保のため、

公共施設や民間施設のスペ

ースを確保 

 平時から受援体制の

明確化のため、どの

部署が窓口となるか

調整・確認ができて

いるか。 

 支援自治体等が宿泊

可能な公共施設はあ

るか。 

 支援自治体等が宿泊

可能な民間施設はあ

るか。 

5 環境への配慮  道路における粉じん 

 道路における騒音・

振動 

 散水を定期的に実施 

 経路や時間帯を調整し、通

行箇所の住民へ配慮 

 災害時に散水車の手

配が可能なよう、庁

内の保有車両の確認

や関係事業者との調

整を行うことが望ま

しい。 

6 仮設トイレの

設置場所に係

る問題 

 バキューム車が入れ

ない位置に仮設トイ

レが設置 

 支援等により設置さ

れた仮設トイレの設

置箇所が不明とな

り、汲み取り・衛生

管理が困難 

 仮設トイレ設置のための条

件を整理し、関係各課と共

有 

 仮設トイレの受援窓口を明

確化し、設置箇所を確実に

把握 

 仮設トイレ設置のた

めの条件を整理し、

平時から関係各課と

共有できているか。 

 平時から、仮設トイ

レの受援窓口を明確

化し、届いた仮設ト

イレの位置を把握

し、収集・管理・撤

去が円滑に行われる

よう調整・協議する

ことが望ましい。 
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関係者の役割分担や協力・連携体制の検討 

関係各課との主な調整事項 

災害廃棄物対応は、被災地における復旧・復興や被災者の生活再建のための基盤となるこ

とから、災害廃棄物の迅速・円滑かつ適正な処理の推進は行政の最大の責務の一つとなる。 

一方で、災害廃棄物対応は、交通障害物の撤去や仮置場への搬出、損壊家屋等の撤去（必

要に応じ解体）、環境対策・モニタリングの実施等、廃棄物の所管課が平時に扱っている業務

とは異なることに加え、廃棄物部局以外の各課と連携・協力することで迅速・円滑かつ適正

な処理を実現できるものも多いことから、関係各課との連携は必須となる。 

本業務では、地域防災計画に記載されている関係各課の業務分掌を参考に、災害廃棄物処

理について調整・連携が望まれる事項を整理した。整理結果を表 3-28 に示す。 

 

表 3-28 連携する部局と主な調整事項 

部 班 
事務を担当する 
平常の市の組織 

主な事務分掌 連携が必要な事項 

総務部 
(総務部長) 

防災総括班 
(危機管理室) 

危機管理室 
行政管理課 

・災害対策本部関係業務

等 
・災害対策活動の総合調

整 

・通信及び災害情報の確

認 

・仮置場確保関連 
・受援に係る調整 

秘書班(秘書課長) 秘書課 ・本部長、副本部長秘書

関係業務等 
― 

職員管理班(職員課

長) 
職員課 ・職員支援関係業務等 

・災害派遣職員関係業務

等 

・災害廃棄物の処理体制

構築の調整（職員配

置） 
契約班(契約監理課

長) 
契約監理課 ・災害対策物品、燃料不

足対策関係業務等 
・資機材調達業務等 

・車両、資機材の燃料不

足への対応 
・薬剤等の入手 

市政発信班(市政発信

課長) 
市政発信課 ・広報活動、報道機関関

係業務等 
・ごみ収集方法や分別方

法等の広報 
政策部 
(政策部長) 

政策班 
(政策推進課長) 

政策推進課 
未来の芽創造課 
情報政策課 
交通政策課 

・災害復旧総合調整関係

業務等 
（ＩＣＴ部門、交通関係

含む） 

・収集運搬に係る交通規

制情報 
・復興資材の利用先の調

整 
財務部 
(財務部長) 

財政班 
(財政課長) 

財政課 
会計室 

・災害予算編成関係業務

等 
・資金調達関係業務等 

・災害廃棄物処理事業費

の調整 

管財班(資産経営課

長) 
資産経営課 ・市庁舎関係業務等 ・仮置場確保関連 

・公共施設の撤去・解体 
調査班(資産税課長) 収納課 

市民税課 
資産税課 

・被害状況調査 
・り災証明関係業務等 

・建築物の解体に係るり

災証明書の発行関連 

市民部 
(市民部長) 

生活班 
(生活課長) 

生活課 ・ボランティア、自治会

関係業務等 
・災害ボランティアへの

ごみ出し協力 
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部 班 
事務を担当する 
平常の市の組織 

主な事務分掌 連携が必要な事項 

 
市民班(市民課長) 市民課 ・避難関係業務等 ・帰宅困難者、駅前滞留

者のごみ、し尿関連の

調整 
福祉部 
(福祉部長) 

社会福祉班 
(社会福祉課長) 

社会福祉課 
子育て支援課 
子育て施設課 
介護高齢課 
障害福祉課 
指導監査室 

・社会福祉施設関係業務

等 
（福祉避難所支援含む） 
・被災児童、乳幼児、妊

産婦支援関係業務等 

・避難所ごみの管理、調

整 
・災害用トイレの管理、

維持 
・社会福祉協議会へのボ

ランティア支援調整 
健康部 
(健康部長) 

医療班 
(保健総務課長) 
衛生防疫班 
(衛生検査課長) 

保健総務課 
健康増進課 
保健予防課 
衛生検査課 
国民健康保険課 

・医療、助産、防疫及び

救護関係業務 
・国民健康保険関係業務

等 

・医療系廃棄物及び被災

地の衛生対策 

環境部 
(環境部長) 

廃棄物班 
(環境政策課長) 

環境政策課 
ごみ減量課 
廃棄物対策課 
清掃施設課 
清掃施設整備室 

・災害廃棄物、し尿処理

関係業務 
・放射性物質等モニタリ

ング関係業務等 

・災害廃棄物の撤去、仮

置き、収集・運搬、処

理 
・災害用トイレの確保、

設置 
・し尿の収集・運搬、処

理 
・支援要請、受援調整 

産業経済部 
(産業経済部長) 

産業経済班 
(産業政策課長) 
防災物流拠点班 
(公営事業課長) 

産業政策課 
にぎわい商業課 
公営事業課 

・被災中小企業応急対策

関係業務 
・物流拠点関係業務等 

・農漁業の災害廃棄物処

理関連 

文化スポーツ観

光部 
（文化スポーツ

観光部長） 

文化スポーツ観光班  
（文化国際課長） 

文化国際課 
スポーツ課 
観光振興課 

・被害状況、利用者救護

業務 
・被災外国人支援業務等 

・仮置場確保関連 

農政部 
(農政部長) 

農政班 
(農林課長) 

農林課 
農村整備課 

・農林水産業被害関係業

務等 
・農漁業の災害廃棄物処

理関連 
都市計画部 
(都市計画部長) 

都市計画班 
(都市計画課長) 

都市計画課 
建築指導課 
市街地整備課 
区画整理課 

・被災建築物の被害程度

調査及び被災宅地の危

険度判定関係業務 
・被災宅地及び構造物の

二次災害防止関係業務

等 

・建築物の被害調査や応

急危険度判定、撤去・

解体関連 
・がれき処理の支援 

建設部 
(建設部長) 

道路公園班 
(道路建設課長) 

道路建設課 
道路管理課 
東部建設事務所 
公園緑地課 
公園管理事務所 
建築住宅課 

・道路、橋梁、河川、水

路、公園及び市営住宅

等の被害・応急対策関

係業務等 

・通行確保のための道路

啓開 
・建築物の被害調査や応

急危険度判定、撤去・

解体関連 
・がれき処理の支援 
・仮置場確保関連 
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部 班 
事務を担当する 
平常の市の組織 

主な事務分掌 連携が必要な事項 

水道局 
(水道局長) 

水道総務班 
(経営企画課長) 

経営企画課 ・上下水道被害関係業務

等 
・上下水道被害の確認、

情報共有 

上水道班(水道整備課

長) 
水道整備課 
浄水課 

・水道施設の被害及び応

急対策関係業務等 
・水道施設被害の確認、

稼働状況の情報共有 

下水道班(下水道整備

課長) 
下水道整備課 
下水道施設課 

・下水道施設の被害及び

応急対策関係業務等 
・下水道施設被害の確

認、稼働状況の情報共

有 
（・し尿処理支援） 

消防局 
(消防局長) 

消防総務班 
(総務課長) 
 

総務課 ・消防局内総合調整業務

等 
― 

消防局 
(消防局長) 

消防予防班(予防課

長) 
予防課 ・火災の被害・原因・損

害関係業務等 
― 

消防警防班(警防課

長) 
警防課 ・障害物除去、警報発令

関係業務等 
・通行確保のための道路

啓開 
・建築物の被害調査や応

急危険度判定、撤去・

解体関連 
・がれき処理の支援 

消防通信指令班(通信

指令課長) 
通信指令課 ・消防通信関係業務等 ― 

消防班(消防署長) 消防署 
消防団 

・救助・救急、消火関係

業務等 
― 

教育部 
(教育委員会事

務局次長) 

教育班 
(総務課長) 

総務課 
教育施設課 
文化財保護課 
学校教育課 
生涯学習課 
青少年課 
図書館 
総合教育プラザ 

・避難所の開設、管理、

運営及び避難者の収容

関係業務等 
・児童・生徒の避難・救

護関係業務 
・避難所の開設、管理、

運営及び避難者の収容

関係業務等 

・避難所ごみの管理、調

整 
・災害用トイレの管理、

維持 
・仮置場確保関連 

協力部 
(議会事務局長) 

協力班 
(議会事務局庶務課

長) 

議会事務局 
選挙管理委員会

事務局 
監査委員事務局 
農業委員会事務

局 

・他班の応援関係業務等 ・災害廃棄物の処理体制

構築の調整（職員配

置） 

現地災害対策本

部 
（大胡支所） 
（宮城支所） 
（粕川支所） 
（富士見支所） 
（支所・市民 
ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ） 

総務班 地域振興課 
税務課 

・災害対策本部との連絡

調整業務 
・災害情報収集・伝達関

係業務等 

・災害対策活動の総合調

整 
・通信及び災害情報の確

認 
・仮置場確保関連 

市民サービス班 市民サービス課 ・避難関係・農林水産業

被害関係業務等 
・農漁業の災害廃棄物処

理関連 
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災害廃棄物対応に関する協定の整理 

現状の庁外との連携・協力体制を整理するため、災害廃棄物対応に関連する協定の締結状

況を整理した。 

災害廃棄物対応に関連する協定としては、現状、以下の協定が締結されている。 

表 3-29 に各協定の概要を示す。 

 

 災害時の相互応援協定（全般）：10 件 

 災害廃棄物処理に係る協定：３件 

 災害廃棄物処理等に係る協定：２件（建設協会） 

 一般廃棄物処理に係る協定：１件 

 災害用トイレに係る協定：３件 

 し尿・浄化槽に係る協定：１件 

 燃料供給に係る協定：１件 

 輸送・車両に係る協定：１件 
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表 3-29 各協定の概要 
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前橋市で想定される連携・協力が必要な事項の整理 

前橋市で想定される連携・協力が必要な事項について、以下に示すとおり、各種事例とと

もに整理を行った。 

 

リ) 組織体制・指揮命令系統の確立 

【連携・協力が必要な事項】 

災害廃棄物対応に係るチーム体制構築のため、廃棄物処理関連のみではなく、以下のよ

うな人材の調整が必要となる。 

 事業費算出、予算積算・要求、補助金請求等が可能な設計積算に強い人材 

 業者委託、仕様書作成、契約事務など契約関連に強い人材 

 土木や設計に強い人材 

【確認・調整事項】 

 発災後の災害廃棄物処理体制の構築は、廃棄物部局のみでは困難であるが、庁内に

おける人員配置の調整は可能か。 

 過去、災害廃棄物に係る他自治体支援や計画作成に関わった人材を、発災時に補強

することは可能か。 

 事業費は膨大になる可能性があるが、事業費の規模や事業費確保のための庁内手続

きの流れは共有できているか。 

【事例等】 

図 3-14 及び表 3-30 に、平成 27 年９月豪雨の際の常総市のプロジェクトチーム（人数：

発災当初 ６名、ピーク時 16 名）の事例を示す。 

また、表 3-31 に災害廃棄物処理に係る費用の事例を示す。 

 

 

出典：「平成 27 年９月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理の記録」 

（平成 29 年３月、環境省関東地方環境事務所・常総市） 

図 3-14 災害廃棄物処理の実行体制（全体図） 



50 

 

表 3-30 プロジェクトチームの体制 

 

出典：「平成 27 年９月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理の記録」 

（平成 29 年３月、環境省関東地方環境事務所・常総市） 

 

表 3-31 災害廃棄物処理に係る費用の例 

災害名称 
災害の

種類 
発災年月 対象市 災害の概要 

災害廃棄物の 

発生量 
総事業費 

平成27年９月 

関東・東北豪雨 

水害 2015年9月 常総市 人的被害：死者2人、重傷者3人 

住家被害：全壊53棟、大規模半壊

1,581棟、半壊3,491

棟、床上浸水150棟、床

下浸水3,066棟 

52,400トン 被災家屋調査等災害対策に係る経費： 

約2億円 

災害廃棄物の処理に関する経費： 

27億4800万円 

熊本地震 地震 2016年4月 熊本市 人的被害：死者87名、重症者774人 

住家被害：全壊2,456棟、半壊

15,219棟、一部損壊

105,084棟 

147.9万トン 廃棄物処理費用・廃棄物処理施設被害額： 

443億1,000万円 

出典 1）「平成 27 年９月 関東・東北豪雨から２年」（常総市広報誌） 

出典 2）「平成 27 年９月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理の記録」（平成 29 年３月、環境省関東

地方環境事務所・常総市） 

出典 3）「熊本市震災復興計画 資料編」（平成 28 年 10 月、熊本市） 

出典 4）「被害情報」（平成 31 年１月 11 日 16：30、熊本県危機管理防災課） 

 

ヌ) 受援体制の構築 

廃棄物部局の支援要請ルートには、民間事業者や民間事業者団体との協定、市町村間の

協定、県と産廃協会との協定、関東ブロックの行動計画（図 3-15 及び図 3-16）に基づく

要請ルート等、さまざまな支援スキームがあり、発災後はこれらのスキームに基づいて支

援を要請することになる。これらの支援を受けても人員が不足する場合、廃棄物部局は災

害対策本部に支援を要請することになる。前橋市では平成 31 年２月に「災害時受援計画」

（以下、「市受援計画」という。）を策定しており、市受援計画では要請を受けた災害対策

本部の受援班は庁外に支援を要請することになっている。 

図 3-17 に市受援計画を踏まえた人的支援スキームの全体の枠組みを、図 3-18 では応

援職員確保システムの流れを示す。 

人的支援のスキームについては複数の流れが想定され、発災前にその流れや窓口等を把

握・調整しておくことが望ましい。 
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図 3-15 大規模災害時廃棄物対策関東ブロック協議会における支援体制 

 

 

 

出典：「支援チーム運営マニュアル」（平成 30 年３月、大規模災害時廃棄物対策関東ブロック協議会） 

 

図 3-16 大規模災害時廃棄物対策関東ブロック協議会支援チーム設置フロー 

 

関東地方環境
事務所

被災市町村
（廃棄物担当部局）

被災都県
（廃棄物担当部局）

支援都県

支援市町村

民間事業者

他地方環境事務所環境本省

支援

関東ブロック支援チーム

D.Waste-Net
（収集運搬支援団体、コンサルタント協会等）

支援

支援

※出典：事務局作成

廃棄物関
係の協定
締結先

支援

本省＆DWN
関東地方

環境事務所
協議会

構成自治体

非協議会
構成自治体

被災都県
被災

市地区町村

現地派遣、現
地情報の収集

情報の収集・
整理

時
間

被災情報、支
援情報の収集

被災情報、支
援情報の報告

支援チーム始
動の判断、現
地で必要な人
材の整理

【都県、政令市】

支援チーム始動
の相談や様子の
確認

支援チームメ
ンバー及び派
遣条件の決定

支援チーム参加
の判断

支援チーム参加
の判断支援チームメ

ンバー候補と
の交渉・調整

関東ブロック内で災害発生

支援チームの発足、現地での活動スタート

支援チームの活動の終了、協議会への報告

【都県による調整】



52 

 

 

出典：「前橋市災害時受援計画」（平成 31 年２月、前橋市） 

図 3-17 前橋市における人的支援のスキームの全体の枠組み 

  

前橋市災害対策本部

群馬県
（受援班）

本部長、本部

本部事務局
（対策調整班・受援班など）

受援班：職員課

各部・各班

人員要請

被災地域ブロック幹事
都道府県

総務省

応援職員
の必要性
の有無等
について
把握

群馬県内の地方公共団体による応援
職員の派遣だけでは対応困難である
ことを連絡

＜震度６弱以上の地震が観測さ
れた等の場合には、関係機関と
の間で情報収集、共有を実施＞

A
市

B
市

C
市

D
市

E
市

被災地域ブロック

※各班は、部内調整をしてもなお
人員が不足する場合に、事務局
受援班に対し応援要請を行うとと
もに、受援担当者を設け指揮命
令系統を明確化

A
県

B
県

C
県

D
県
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（発災当初）  
 被災都道府県（群馬県）が、市町村に対する応援職員の派遣の必要性、派遣要請人数、

災害マネジメント総括支援員の派遣の必要性を把握する。  

 被災都道府県（群馬県）は、総務省、被災地域ブロック幹事都道府県に情報提供すると

ともに、群馬県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけでは不足する場合には、そ

の旨併せて連絡する。  

 総務省は、全国知事会、全国市長会、全国町村会、指定都市市長会とともに「被災市区

町村応援職員確保調整本部（以下「確保調整本部」）」を設置する。  

 確保調整本部は、被災都道府県（群馬県）の庁舎内に「被災市区町村応援職員確保現地

調整会議（以下「現地調整会議」）」を設ける。  

 
（第１段階支援） 

 被災都道府県（群馬県）は、県内地方自治体だけでは不足する場合に、被災地域ブロッ

ク幹事都道府県を通じ、被災地域ブロック内の地方公共団体に対し、応援職員の派遣に

ついて協力を依頼する。  

 上記の依頼があった場合、現地調整会議は被災都道府県（群馬県）と協議の上、被災市

町村毎に原則 1 対１で対ロ支援団体を決定する。  

 確保調整本部は、対象となる地方公共団体に対し応援職員の派遣について協力を依頼す

る。 被災都道府県（群馬県）は、被災市町村に対して現地調整会議の決定事項を連絡す

る。  

 対ロ支援団体は、連絡を受けた場合、被災市区町村（前橋市）に連絡要員（LO）を派遣

する など、ニーズ等を把握する。  

 対ロ支援団体（都道府県）は、区域内市区町村に対し、一体的支援を行うための調整を

行う。  

 
（第２段階支援） 

 対ロ支援団体は、被災市区町村（前橋市）と協議の上、第 2 段階支援の必要性について

被災地域ブロック幹事都道府県に連絡する。  

 被災ブロック幹事都道府県は、被災都道府県（群馬県）と協議の上、確保調整本部に対

し、 第 2 段階支援の必要性について連絡する。  

 確保調整本部は、応援職員の派遣調整を行なう。全国知事会が都道府県との調整を、指

定都 市市長会が指定都市との調整を行なう。  

 確保調整本部は上記の調整結果を被災地域ブロック幹事都道府県に連絡する。被災地域

ブロ ック幹事都道府県は、対ロ支援団体及び被災都道府県（群馬県）に連絡する。対ロ

支援団体は対ロ支援を行う被災市区町村に連絡する。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典「前橋市災害時受援計画」（平成 31 年２月、前橋市） 
 

図 3-18 応援職員確保システムの流れ 
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ル) 被害状況の確認 

【連携・協力が必要な事項】 

被害状況の確認に当たっては、庁内の関係部局と連携をとり、以下の情報等を共有する

必要がある。前橋市において想定される情報の共有フローを図 3-19 に示す。 

 廃棄物処理施設や関連事業者との連絡体制確保のため、市内の通信状況を共有 

⇒共有が滞った場合：処理施設や関連事業者と連絡がとれず処理が円滑に進まない 

 災害廃棄物の発生量の推計を行うため、建物被害情報を共有 

⇒共有が滞った場合：災害廃棄物の発生量推計ができず処理方針を決定できない 

 建物の撤去・解体にあたる情報を共有 

⇒共有が滞った場合：解体後の災害廃棄物の収集・運搬、仮置場への搬入等の調整

ができない 

 収集・運搬体制確立のため、交通状況を共有 

⇒共有が滞った場合：収集運搬に支障をきたし効率のよい収集運搬ができない 

 

 
図 3-19 情報の共有フロー 

 

【確認・調整事項】 

 情報の共有方法は、平時から調整できているか。 

 災害廃棄物対応にあたり、前頁項目以外に共有したい事項はないか。 

 

ヲ) 道路上の障害物に係る対応 

【連携・協力が必要な事項】 

円滑な収集運搬のためには、早急な道路上の障害物の撤去が必要となる。そのため、緊

急的に道路脇に寄せる等の対応を行った後の道路上の障害物の撤去（仮置場への運搬・処

理）に関し、調整が必要となる。 

 

【確認・調整事項】 

 緊急的に道路脇に寄せる等の対応を行った後の道路上の障害物の撤去に関する役割

分担はできているか。 

 

【事例等】 

道路障害物への対応について、過去の災害時の事例を表 3-32 に示すとおり整理した。

なお、事例整理にあたっては、被災自治体の担当者等へヒアリングを行った。

防災総括班

他部課

廃棄物班

庁外連携組織
【提供】
通信状況
交通状況
建物被害
建物解体・撤去 等

【提供】
廃棄物処理施設
の被災状況 等

【提供】
各種被害状況

【提供】
各種被害状況
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表 3-32 過去の道路障害物への対応事例 

災害種類 直下型地震 津波災害 水害、土砂災害 

災害の事例 平成 28 年熊本地震 東日本大震災（岩手県釜石市） 平成 29 年７月九州北部豪雨（福岡県朝倉市） 

被害状況 

 

 
※出典：「災害廃棄物対策フォトチャンネル」（環境省） 

 

 
※出典：パシフィックコンサルタンツ株式会社撮影 

 

 

※出典：パシフィックコンサルタンツ株式会社撮影 

対応フロー 

  

 

 

ブロック塀
倒壊家屋

建物所有者の敷地内
へ押し込む

敷地内へ押し込んだ
り、道路脇に寄せられ
ないよう場合は、仮置
場等へ搬出する。

対応例

仮置場

廃棄物として

廃棄物部局が
処理

道路障害物

撤
去

撤去
道路脇に寄せる

混合廃棄物

道路障害物

仮置場

廃棄物として

廃棄物部局が
処理

対応例

撤
去

流木
土砂

道路障害物

道路脇に寄せる
仮置場

（流木・土砂）
撤
去

廃棄物 道路脇に寄せる

廃棄物として

廃棄物部局が
処理

仮置場
（廃棄物）

撤
去

廃棄物ではない
ため、道路管理

者が処理

対応例
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ワ) トイレ・し尿に係る対応 

【連携・協力が必要な事項】 

トイレ・し尿処理対応は、発災後、緊急的に対応すべき事項の１つである。 

発災後、円滑にトイレ・し尿処理対応を行うためには、以下の事項について連携・協力

が必要になる。 

 速やかな仮設トイレの確保・設置の調整 

 携帯トイレの収集・運搬・処理、仮設トイレから発生する生し尿の収集・運搬・処

理の調整 

 避難所の公衆衛生・生活環境を守るためのトイレの管理に関する調整 

 下水道処理施設及び下水道管渠の被害状況の共有 

 

 

図 3-20 トイレ・し尿処理に係る必要事項 

 

【確認・調整事項】 

 速やかな仮設トイレの確保のため、携帯トイレや仮設トイレの備蓄、協定締結は進

められているか。 

 環境衛生上の視点から、避難所管理者とトイレの管理、備品確保に関する調整は行

われているか。 

 下水道施設の被害状況や水洗トイレ使用判断に係る情報共有手順は確認できている

か。 

 し尿処理施設が被災または処理可能量を超過した場合、下水処理施設での処理は可

能か。 

 

カ) 片付けごみに係る対応（仮置場の確保） 

【連携・協力が必要な事項】 

発災後１週間以内に片付けごみの排出が住民により行われることを踏まえると、早急に

仮置場を確保することが必要である。仮置場に係る検討は前段で行ったが、仮置場の管理・

運営に関しても、表 3-33 に示す人員や作業が必要となるため、他部局等と連携し、人員・

重機等の確保を行う必要がある。 

 災害種類や発災場所、被害状況、災害廃棄物の発生量を踏まえ、仮置場の候補地を

選定 

 仮置場の候補地リストを踏まえ、他部局との使用重複状況を確認・調整 

 仮置場の管理・運営のための人材及び資機材の調達、調整 

 公園等に自主的に設置された仮置場情報の共有 

災
害
用
ト
イ
レ
必
要
数

の
推
計

災
害
用
ト
イ
レ
の
調
達

簡
易
ト
イ
レ
・

携
帯
ト
イ
レ
の
配
布

仮
設
ト
イ
レ
の
設
置

し
尿
の
収
集
・運
搬

維
持
・管
理
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図 3-21 仮置場開設から閉鎖までの流れ 

 

表 3-33 必要な人員の例 

NO. 必要な人員 役割 

１ 受付×１名 仮置場へごみを持ち込む人が被災住民であるかを確

認する。 

２ 積荷チェック×１名 便乗ごみや災害廃棄物でない事業ごみ等の不法投棄

を防止するため積荷のチェックを行う。 

３ 分別指導×１名 住民やボランティアに対して分別指導を行う。 

４ 交通整理・誘導×１名 場内の交通誘導を行う。 

５ 荷下ろし補助×２名 重量物の荷下ろしの補助を行う。 

高齢者等、荷下ろしの負担が大きい住民を補助する。 

合計 最低でも６名×２ 

（交代要員） 

－ 

 

【確認・調整事項】 

 仮置場として公園や運動場等を使用するにあたり、事前に確認しておくべき留意事

項はないか。 

 仮置場の管理・運営のための人材及び資機材を調達するため、庁内調整は行われて

いるか。協定の締結や協定の見直しは必要ないか。 

 公園等に自主的に設置された仮置場情報の共有はどのような手順で行うか調整がで

きているか。 

【事例等】 

仮置場候補地を事前に選定していた自治体と選定していなかった自治体について、過去

の災害時の事例を図 3-22 に示すとおり整理した。 

また、参考のため、仮置場の運営・管理を行う職員の一日を図 3-23 に示すとおり整理

した。 

 

被害状況に関する情報収集

仮置場候補地の選定

他部局と使用状況の確認・調整

必要な人材・資機材の調達

仮置場の開設

仮置場の管理・運営・環境配慮仮置場搬入に係る広報
（ごみの種類・分別方法・

開設期間・搬入可能な時間 等）

原状復旧

仮置場の閉鎖

自主的に設置された
仮置場情報の収集

自主的に設置された
仮置場の撤去や調整
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図 3-22 過去の災害で実際に起こった仮置場の事例 

仮置場の候補地を事前に選定していた自治体 仮置場の候補地を事前に選定していなかった自治体

※このような自治体は職員の危機意識も高い。

発災後、早期に仮置場を確保

仮置場の運営・管理のための準備ができる

（必要資機材の手配、職員の配置、住民に対する広報
等）

仮置場の開設

職員による分別指導による整然とした仮置場を実現

急いで仮置場を探しはじめる。
（処理計画も未策定）

住民が待ちきれず、自宅前や道路上、近くの
公園にごみを出し始める。

積み上げられたごみが非常に目立つ。
しかも、ごみは混合状態。

場当たり的にボランティアを仮
置場に入れる。

急いで仮置場を確保したため、十分な数がな
く、面積も狭い。職員も配置できず無人状態。

仮置場も逼迫してごみを搬入できなくなり、閉
鎖することになる。

片付けごみが混合状態となる。

うまく管理できず事故が起こる。

早期の復旧・復興を実現！
良い事例（グッドプラクティス）として全国に紹介される！

テレビや新聞で全国に報道される。

担当職員に政策決定者による強いプレッ
シャーがかかる。

担当部署だけでなく
他部署も巻き込まれる

被災自治体だけでは収集しき
れず全国からの支援が必要と

なる。

余計に処理費用がかかる。

復旧・復興が遅れる。。。
悪い事例（バッドプラクティス）として全国に広がる。。。

忙しくて毎日、夜の０時まで帰れない。
フィジカルもメンタルも疲れる。でも働か

なくてはならない。自分の家も被災してい
るのに。。。

【ぼやき】
環境省「あぁ～だからあれだけ処理計画を策定してほしいといってきたのに・・・」
県「あぁ～だからあれだけ仮置場を確保しておけといったのに・・・」

↓
環境省・県の職員も被災地に派遣されることから家に帰れなくなる。

悪
循
環

例） 平成30年７月豪雨（広島県広島市、愛媛県西予市）
※平成29年7月九州北部豪雨の朝倉市でも事前に仮置場
は選定・確保されていた。
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※注）時間は目安 

図 3-23 仮置場の運営・管理を行う職員の一日（実際の事例を元に作成したイメージ） 

 

 

起床

出庁

仮置場へ移動

住民による搬入スタート朝食

就寝

05：30

05：30～06：00

06：30

メールチェック等

06：30～07：00

出発前のミーティング、KY活動

07：00～07：30

移動

06：00～06：30

出発準備

07：30～08：00

受入準備

08：00～08：30

昼食・休憩、仮置場の整理・整頓

住民による搬入終了

仮置場への搬入の受付締切

後片付け

08：30～09：00

09：00～12：00

12：00～13：00

仮置場が開設される
当日は、朝の５時に
住民から問い合わ
せの電話があったと
いう事例も！

17：00

仮置場が庁舎に近けれ
ばよいが、過去には移
動に１時間程度要する
事例も！

18：30～19：00

庁舎へ移動

（必要に応じて休憩）

19：00～19：30

夕食（コンビニ弁当（涙））

受付終了時点で
100mの車両が列を
成しているようであ
れば、並んでいる車
両からの積み下ろし
が終わるまで待たな

くてはならない。
（1時間30分～2時間

はかかる）

マスコミ等が仮置場
までやってくること
も！

19：30～20：00

職員によるミーティング

20：00～20：30

関係者（県、産廃協会、環境省、DW）
とのミーティング

搬入台数の整理（災害
査定の根拠となるデータ
であるため、その日のう
ちに整理が必要。また搬
入台数の推移を確認す
ることで、明日以降の見
通しを立てるためにも必
要。）

住民からの要望や苦情
を職員間で共有し、明日
からの管理・運営に役立
てるためにも必要。

再度、職員によるミーティング

20：30～21：30

21：30～22：00

メールチェック、平常業務、明日の準備

県・産廃協会、環境省、DWと
の協議結果を職員間で情報
共有22：00～24：00

退庁

24：00

帰宅

お風呂

24：30

24：30～25：00

25：00
（お疲れさまでした）

※このスケジュールだと睡眠時間は４時間半となる。
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3.6 今後の継続的な取組に向けた方策 

災害廃棄物処理に関する庁内・庁外の協力・連携体制構築に向け、庁内各課・関係団体と

の意見交換を行った。主な議題としては、仮置場の候補地、災害廃棄物対策に係る庁内・庁

外連携、災害廃棄物等の収集・運搬に係る課題及び連携について、問題意識の共有と意見交

換を行った。 

 

意見交換会の概要 

【第１回目】 

 開催日：平成 30 年 12 月 11 日（火）13：30 ～ 15：30 

 会 場：前橋市役所本庁舎 ３階 31 会議室 

 議 題： 

 前橋市の想定災害と被害の様相について 

 前橋市における災害廃棄物処理に係る課題について 

 仮置場候補地の確保について 

 災害廃棄物対策に係る庁内・庁外連携について 

 

【第２回目】 

 開催日：平成 31 年２月 25 日（月）10：00 ～ 12：00 

 会 場：前橋市役所本庁舎 ３階 31 会議室 

 議 題： 

 災害廃棄物対策に係る庁内・庁外連携について 

 災害廃棄物等の収集・運搬に係る課題及び連携について 
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表 3-34 意見交換会参加者 

関係者 
出欠状況 

第１回 第２回 

大正大学人間学部人間環境学科  ○ 

前橋市 環境部 ○ ○ 

前橋市 環境部 ごみ減量課 ○ ○ 

前橋市 環境部 ごみ減量課 企画管理係 ○ ○ 

前橋市 環境部 ごみ減量課 企画管理係 ○ ○ 

前橋市 環境部 ごみ減量課 企画管理係 ○ ○ 

前橋市 環境部 ごみ減量課 ごみ減量係 ○ ○ 

前橋市 環境部 ごみ減量課 ごみ減量係 ○ ○ 

前橋市 環境部 廃棄物対策課 審査係 ○ ○ 

前橋市 環境部 清掃施設課 管理係 ○  

前橋市 環境部 清掃施設課 管理係 ○ ○ 

前橋市 総務部 職員課 人事係  ○ 

前橋市 総務部 危機管理室 危機管理係 ○ ○ 

前橋市 総務部 危機管理室 危機管理係 ○ ○ 

前橋市 財務部 財政課 財政係 ○ ○ 

前橋市 建設部 道路建設課 計画管理係  ○ 

前橋市 水道局 下水整備課 計画係  ○ 

前橋市 水道局 下水整備課 計画係  ○ 

前橋市 水道局 下水施設課 施設管理係  ○ 

前橋市 教育委員会事務局 学校教育課 管理係  ○ 

前橋市 建設部 道路建設課 工務第三係 ○  

前橋市 建設部 道路管理課 工務第一係 ○  

前橋市 建設部 道路管理課 工務第二係 ○  

前橋市 建設部 東部建設事務所 維持係 ○  

前橋市 建設部 公園管理事務所 維持管理係 ○  

前橋市 建設部 公園管理事務所 施設係 ○  

群馬県 環境森林部 廃棄物・リサイクル課 企画指導係 ○ ○ 

群馬県 環境森林部 廃棄物・リサイクル課 一般廃棄物係 ○ ○ 

前橋市一般廃棄物処理事業協同組合  ○ 

前橋市再生資源事業協同組合  ○ 

野口環境衛生有限会社  ○ 
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図 3-24 意見交換会の様子（第１回） 

 

 

 

 

図 3-25 意見交換会の様子（第２回） 
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表 3-35 意見交換会で出された意見の例 

【発災時の庁内・庁外との連携について】 

 前橋市も高崎市等の県内の市と相互協定を締結しているが、災害が起きたことがないと

いうこともあり、協定は締結したものの実際に発災した際の対応については話し合えて

いない状況である。協定を締結するだけではなく、今後、その先についても話をしてい

く必要があると考えている。（ごみ減量課） 

 支援を希望する場合は、県まで連絡していただき、県が調整する仕組みになっている。

場合によっては県から声をかけることも考えているが、基本的には各市町村からの要請

に基づき動くこととしている。（群馬県） 

 廃棄物処理の関係でかなりの人手がかかる事は認識できたが、受援調整についても認識

しておく必要があるのではないか。（職員課） 

 

【仮置場候補地の確保について】 

 候補地リストに挙げている場所は、応急仮設住宅の候補地と重複しているが、事前に応

急仮設住宅の候補地とするか、仮置場の候補地とするかを決定することは難しいため、

候補地を 10 箇所程度決めておき、発災後、震源の位置も考慮し、ごみ減量課と協議して

決定するイメージでいる。（危機管理室） 

 施設内の高機能な芝は、一度荒れてしまうと原状復旧に時間とお金がかかる。駐車場等

すぐに復旧できる場所もあれば、すぐには復旧できない場所もあるため、できれば考慮

いただきたい。仮置場の候補地にする段階で区分できるのであれば区分して欲しい。（ス

ポーツ課） 

 災害廃棄物処理については現在クローズアップされている事項であり、初動対応が非常

に肝心であるため、初動対応についてこれから十分に準備していきたい。（環境部） 

 仮置場の運営においても人材が必要になってくるという事を、庁内での共通認識として

持っていただきたい。（ごみ減量課） 

 

【し尿処理に関して】 

 し尿に関しては、下水道普及率が高い地域では、下水道を使用できなくなった場合にど

うするかという議論が出てくるかと思うが、施設の処理能力を超過する場合は、近隣自

治体に支援を要請する必要がある。また、下水道対応として、どのように計画区域内の

処理を行っていくかという考え方も必要となる。事前の近隣自治体との連携体制が構築

されているとよい。（環境省） 

 最近の仮設トイレは水を流すタイプが多いと聞くが、災害時には水が不足するにも関わ

らず、結果的に水が必要という状況になってしまうのか。協定を締結している事業者も

水洗式とのことであった。（危機管理室） 

 下水道班としては国交省から指示を受け、下水道 BCP という形で業務継続計画を立てて、

非常時の対応計画や事前計画を検証しながら訓練等を行っている。その中では、協定を

締結している民間の下水道管理業者にも訓練に参加していただき、日々の下水道事業を

円滑に行うための訓練を行っている。しかし、災害の規模により対応の仕方が異なると

ともに、水道部局の中でも上水道と下水道が一緒になって動く必要があり、下水道より

上水道を優先し作業に回ることも考えられるため、災害に応じながら対応していくしか
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ない。その中で、各部局が必要な応援や、どういった事ができるということは発信して

いき、危機管理室と連携して進めていくしかない。（下水整備課） 

 小学校が 46 校、中学校が 21 校あるが、避難所の運営は自治会が行うことになるため、

メインは自治会が携わることになるのではないか。その中で、危機管理室の避難所運営

マニュアルに沿うような形で調整を図っていきたい。（学校教育課） 

 過去の災害でうまく運営されている避難所を見ると、自治会の中の自治会長では無く、

女性がイニシアチブをとっているところがよく管理されていた。行政だけで頑張ろうと

せず、地元の女性たちを活用する方法も考えておくとよい。（有識者） 

 

【収集・運搬について】 

 災害が起こってからでは遅いため、まずは協定先との連絡網のようなものが作れるとよ

いのではと考えている。そこから、どのように動けるのかを検討させていただきたい。

現状の想定では、避難所ごみの収集は、平時に生活ごみの収集を行っている業者が行う

ことは難しいため、組合に相談できたらよいかと考えている。避難所では段ボールやペ

ットボトル、弁当などの食べ残しなどの可燃物などの収集が必要になるため、これらの

収集に関することを含め、協定締結先と発災時に対応できる体制を構築できればと考え

ている。（ごみ減量課） 

 中間処理業や処分先との連携、解体処理業者との連携については、後ほど検討したい。

前橋市に災害が起こる仮説を立てて、災害の規模等いくつかのパターンで処理のシミュ

レーションを行い、計画を作っていければよいのではないか。（一般廃棄物処理事業協同

組合） 

 BCP（事業継続計画）の話が少し出たが、組合員も被害に遭うことを想定しておいた方が

よい。そのため、組合でも BCP を作成する必要性があると感じた。我々もこれを機会に、

前橋市の処理計画の中で位置づけられてくる BCP の実施計画を進めていかなくてはいけ

ないと感じた。（再生資源事業協同組合） 

 現時点で協定は締結していなく、今後締結する話も進めていなかったが、このような状

況を伺い、一丸となって協力させていただきたいと感じた。（野口環境衛生有限会社） 
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今後の継続的に取組むべき事項 

片付けごみ、し尿の処理可能量不足について 

非常時において、迅速に近隣市町と相互に協力できるができるよう、所有している処理施

設（焼却施設、最終処分場、破砕処理施設、し尿処理施設等）の処理可能量や残余容量等に

ついて、平時から定期的に情報共有を行い、相談しやすい環境づくりを行っておくことが必

要である。災害の規模に応じた支援項目のリスト等を作成しておくのもよい。群馬県や民間

事業者団体（産業廃棄物協会等）との災害支援協定を活用するため、その内容や手順等を把

握しておき、演習等を通して実行性を確認しておくことが望ましい。また住民に対しては、

各家庭における携帯トイレの備蓄を普及・啓発する取り組みを行っていくことが望ましい。 

 

仮置場候補地の確保について 

仮置場の候補地として挙げられている場所は、現段階では他用途と重複している箇所が多

い。そのため、利用用途に関して他部署と調整していくことが必要である。本モデル事業で

実施した意見交換会を継続することや、発災時の土地利用の調整に関する演習やワークショ

ップ等を他部局を交えて行うのも一案である。 

前述のとおり、時期によって仮置場の必要面積は異なることから、「即時開設が可能な候補

地」、「常設が可能な候補地」、「時間の経過によっては開設可能な候補地」に期間区分で整理

しておくと、他用途との協議・調整も行いやすく、現実的に使用可能な候補地が絞られ、よ

り具体的な検討ができると考えられる。 

また利用用途の協議・調整と平行して、可能であれば新たな候補地を選定しておくのが望

ましく、公有地だけでなく、今後は民有地も含め検討しておくのが望ましい。 

しかし、候補地の抽出にも限界があることから、早期に処理先へ災害廃棄物を搬出できる

よう、平時から備えておくことが重要となる。処理先への搬出を加速させるためには、処理

先の受入条件（搬入車両の大きさ、処理可能量、処理可能なごみの種類、破砕条件等）に応

じた分別が必要であり、住民やボランティアの協力が必要となる。そのため、平時から処理

先と受入条件の確認を行っておいたり、住民やボランティア等へ協力を求めるため、啓発・

広報文等を作成しておくことが望ましい。 

 

収集・運搬について 

本モデル事業での意見交換会を通じ、民間事業者団体等にも災害時の廃棄物対応について

意識付けを行うことができた。今後は、協定締結先との具体的な協力内容（支援可能な車種

や台数、収集エリア、役割分担等）の確認、非常時に迅速に連絡がとれる連絡網の構築等を

検討するのが望ましく、今後も継続して可能な限り期間を跨がず、調整を進める機会を設け

ることが望ましい。 

また発災後の支援要請の流れなども情報共有できていると、より円滑に支援が可能になる

と考えられることから、平時から民間事業者団体等を交えた机上演習や情報伝達訓練等も行

えるとよい。受援体制として緊急通行車両の事前登録についても今後進めていけるとよい。 
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4.新潟県２市（柏崎市、新発田市） 

4.1 自治体の概要 

面積、人口、世帯数、行政職員数等 

柏崎市、新発田市の概要を以下に示す。 

柏崎市の職員数は 915 人であり、人口 100 人あたりの職員数は約 1.09 人（≒915/83,944

×100）である。 

新発田市の職員数は 769 人であり、人口 100 人あたりの職員数は約 0.79 人（≒769/97,796

×100）である。 

 

表 4-1（1） 新潟県柏崎市の概要 

 数値 出典 

面積 442.03km2 柏崎市ホームページ 

人口 83,944 人（平成 31 年２月末日時点） 柏崎市の人口と世帯数（行政区） 

世帯数 34,839 世帯（平成 31 年２月末日時点） 柏崎市の人口と世帯数（行政区） 

行政職員数 915 人（平成 30 年４月１日時点） 柏崎市人事行政の運営等の状況の公表 

廃棄物担当：15 人（正職員数） 

（平成 25 年４月１日時点） 

清掃事業のあらまし 

 

表 4-1（2） 新潟県新発田市の概要 

 数値 出典 

面積 533.10km2 新発田市ホームページ 

人口 97,796 人（平成 31 年２月末日時点） 新発田市住民基本台帳人口、世帯数 

世帯数 36,572 世帯（平成 31 年２月末日時点） 新発田市住民基本台帳人口、世帯数 

行政職員数 769 人（平成 30 年４月１日時点） 等級及び職制上の段階ごとの職員数 

廃棄物担当： 人（正職員数） 

（平成 年 月末時点） 

 

 

地域特性 

柏崎市は日本海に面した新潟県のほぼ中央に位置し、柏崎刈羽圏域の中心となっており、

新潟市までは約 84km、東京までは約 300km の場所に位置している。土地利用については、全

市の約３分の２が森林・原野で占められ、約５％が宅地となっており市中央部に人口が集中

している。また柏崎市では、平成 19 年７月 16 日に発生した新潟県中越沖地震をはじめ、風

水害や雪害、土砂災害や大火など数多くの災害を経験しており、防災や危機管理機能を高め

る取り組みを推進している。 

新発田市は越後平野の北部に位置し、新潟市に隣接する県北の中核都市である。市内の土

地利用状況は、市東部に森林が、市中部に田が、沿岸部に農用地が多い特徴が見られ、市役

所が立地する本庁地区で市街地が広がっている。ごみ処理行政については、隣接する胎内市

と聖籠町と新発田地域広域事務組合を構成し、共同でごみ処理を行っている。 
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平時における廃棄物排出量 

柏崎市、新発田市ともに平成 24 年度以降、総人口・ごみ総排出量とも減少しており、平成

28 年度実績において、１人１日あたりの総ごみ排出量は柏崎市で約 920g/人・日、新発田市

で約 1,100g/人・日である。 

 

 

出典：「一般廃棄物処理実態調査（平成 24～28 年度調査結果）」（環境省） 

図 4-1（1） 柏崎市の廃棄物排出量 

 

 

出典：「一般廃棄物処理実態調査（平成 24～28 年度調査結果）」（環境省） 

図 4-1（2） 新発田市の廃棄物排出量 
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4.2 対象自治体における想定災害と課題 

柏崎市・新発田市とも、柏崎刈羽圏域や新潟県北部の中心的な都市であり、災害発生時に

おいては、主体的に災害廃棄物処理を進め、いち早く自地域の復旧・復興を果たすことが周

辺地域の復旧・復興にも資することから、実効性の高い処理計画を策定することが求められ

る。ここでは、両市の地域防災計画で想定されている災害と課題について整理した。 

 

柏崎市 

柏崎市地域防災計画での想定災害 

「柏崎市地域防災計画（地震・津波災害対策編）」（平成 30 年８月修正）では、新潟県被害

想定調査結果及び新潟県中越沖地震被害結果を地震被害想定の参考とし、それらを上回る被

害が発生した場合でも対応可能な策を講ずることができるよう、必要に応じて自らも被害想

定調査を実施する等、被害発生・拡大要素の逓減
ていげん

をはじめとする地域防災対策の推進に努め

るものとしている。地震被害想定における被害の概要は表 4-2 に示すとおりである。 

 

表 4-2 新潟県被害想定結果及び新潟県中越沖地震の被害結果の比較 

 

出典：柏崎市地域防災計画（地震・津波災害対策編）（平成 30 年８月修正） 

 

課題 

柏崎市は平成 19 年７月に発生した新潟中越沖地震で被災した経験があり、県内・県外自治

体、民間事業者からの支援を受けて災害廃棄物を処理したものの、震災から 10 年超が経過し

ているため、現行の体制を踏まえ、災害廃棄物処理に係る対策を検討する必要がある。特に

平成 19 年当時と比較すると、都市計画マスタープラン等に基づく都市施設（道路・公園等）

の整備や市街地開発等が行われ、市内の土地利用の状況は大幅に変更となっていることから、

仮置場の候補地も見直しが必要となっている。  
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新発田市 

新発田市地域防災計画 

「新発田市地域防災計画－震災対策編－（平成 30 年５月修正）」では、平成 19 年３月に作

成・公表された被害想定結果に基づき、「月岡活断層による地震」と「加治川活断層・坂町付

近の活断層による地震」が想定されている。 

新発田市周辺の活断層、各想定地震における被害の概要は図 4-2、表 4-3 に示すとおりで

ある。 

 

 

図 4-2 新発田市周辺の活断層 

表 4-3 各想定地震における被害測定結果 

 

 

 

課題 

新発田市では、新発田地域広域事務組合（構成市町：新発田市、胎内
たいない

市
し

、聖
せい

籠
ろう

町
まち

）のごみ

処理施設で胎内市と共同でごみ処理を行っており、災害時においても広域組合の施設で災害

廃棄物処理を行っていくことが想定されるため、平時から構成市町や広域組合との協力・連

携体制を構築しつつ、各主体において災害廃棄物処理に係る対策を検討しておくことが求め

られる。 

 

  










































































